
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

（令和４年２月 日） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

泉大津市議会令和４年第１回定例会会議事項
 



会 議 事 項 
 

種 別 番 号 事 件 名 ページ 

報 告 １ 専決処分報告の件（令和３年度泉大津市一般会計補正予算

の件） ５ 

同 ２ 令和２年度健全化判断比率報告の件 ２９ 

同 ３ 令和２年度資金不足比率報告の件 ３１ 

議 案 １ 泉大津市附属機関設置条例の一部改正の件 ３３ 

同 ２ 泉大津市職員の育児休業等に関する条例の一部改正の件 ３９ 

同 ３ 泉大津市保育所設置条例の一部改正の件 ４９ 

同 ４ 泉大津市国民健康保険料条例の一部改正の件 ５３ 

同 ５ 泉大津市立学校園条例の一部改正の件 ７１ 

同 ６ 泉大津市消防手数料条例の一部改正の件 ７５ 

同 ７ 泉大津市消防団条例の一部改正の件 ８１ 

同 ８ 泉大津市非常勤消防団員等公務災害補償条例の一部改正の

件 ８７ 

同 ９ 泉大津市立条南小学校校舎棟長寿命化改良工事請負契約の

一部変更の件 ９３ 

同 １０ 財産の無償譲渡の件 ９７ 

同 １１ 忠岡町と泉大津市との間における大阪府から移譲される事

務の委託に関する規約の変更に関する協議の件 ９９ 

同 １２ 指定管理者の指定の件 １０７ 

同 １３ 令和３年度泉大津市一般会計補正予算の件 １１１ 
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種 別 番 号 事 件 名 ページ 

議 案 １４
令和３年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正予算の

件 １５７ 

同 １５ 令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算の件 １７７ 

同 １６ 令和３年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算の件 １９９ 

同 １７ 令和３年度泉大津市水道事業会計補正予算の件 ２１５ 

同 １８ 令和３年度泉大津市病院事業会計補正予算の件 ２２９ 

同 １９ 令和４年度泉大津市一般会計予算の件 別 冊 

同 ２０ 令和４年度泉大津市土地取得事業特別会計予算の件 同 

同 ２１ 令和４年度泉大津市国民健康保険事業特別会計予算の件 同 

同 ２２ 令和４年度泉大津市介護保険事業特別会計予算の件 同 

同 ２３ 令和４年度泉大津市後期高齢者医療特別会計予算の件 同 

同 ２４ 令和４年度泉大津市水道事業会計予算の件 同 

同 ２５ 令和４年度泉大津市下水道事業会計予算の件 同 

同 ２６ 令和４年度泉大津市病院事業会計予算の件 同 
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報告第１号

専 決 処 分 報 告 の 件

次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より専決処分したので、同条第３項の規定により市議会に報告し、承認を求める。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

記

専 決 番 号 １

専 決 年 月 日 令和３年１２月２７日

事 件 名
令和３年度泉大津市一般会計補正予算の件（補正第１

２号）
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（補正第 号）
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専決第１号

令和３年度泉大津市一般会計補正予算

令和３年度泉大津市一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，５１２，８８８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３６，６８２，１２７千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和３年１２月２７日専決

泉大津市長 南 出 賢 一
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第　 入

1 国庫負担金 5,

　

493,270 41,

歳

124 5,534,3

　

94

2

出

国庫補助金 2,519

　

,046 1,471,

予

764 3,990,8

　

10

歳

算

　　入　　合　　計 3

　

5,169,239 1

１ 補

,512,888 36

　

,682,127

正

歳　　入

　

（単位：千

表

円）

款 項 補正前の額 補

　

　正　額 計

 

14 国庫支出金 8,

 

064,917 1,5

歳

12,888 9,57

　

7,805
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歳　　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

3 民生費 15,301,537 1,446,000 16,747,537

1 社会福祉費 5,374,876 1,446,000 6,820,876

4 衛生費 4,041,084 66,888 4,107,972

1 保健衛生費 1,132,631 66,888 1,199,519

歳　　出　　合　　計 35,169,239 1,512,888 36,682,127





※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令和３年度泉大津市一般会計補正予算に関する説明書

（補正第 号）
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歳 入

歳　　入　　合　　計 ３５，１６９，２３９

歳

１  総　　

出

括

歳　　入

補

款 補 正 前 の 額

正

14

予

国庫支出金 ８，０６４

算

，９１７
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別 明 細

１，５１２，

書

８８８ ３６，６８２，１２７

（単位：千円）

補 正 額 計

１，５１２，

事

８８８ ９，５７７，８

項

０５
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,000

4 衛生費 4,041,084 66,888

歳　

歳 出 合 計 3

　

5,169,239 1

出

,512,888

款 補正前の額 補 正 額

3 民生費 15,301,537 1,446
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16,747,537 1,446,000

4,107,972 66,888

36

（

,682,127 1,

単

512,888

位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

計 特 定 財 源
一  般  財  源

国府支出金 地 方 債 そ の 他
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２　

1 国庫負担金

目 補正前の額 補　

補

正　額 計

　正　

3 衛生費国庫

前

負担金 362,704

補

41,124 403,

　

828

歳

正　額 計

千円

計 5,49

千

3,270 41,12

円

4 5,534,394

千

(項) 2 国庫補助金

円

　

8

目 補正前の

,

額 補　正　額 計

064

2 民生

,

費国庫補助金 1,60

9

1,960 1,446

1

,000 3,047,

7

960

1

　

,512,8

3 衛生費国庫

8

補助金 71,716 2

8

5,764 97,48

9

0

,

入

577,8

計 2,51

0

9,046 1,471

5

,764 3,990,

(

810

款) 14 国庫支出金

(項)
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節
説 明

区　　分 金　　額

1 保健衛生費負担金 41,124 新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金

節
説 明

区　　分 金　　額

1 社会福祉費補助金 1,446,000 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費補助金

1 保健衛生費補助金 25,764 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

（単位：千円）

(款) 14 国庫支出金 (項) 1 国庫負担金
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３　

福祉費

計 5,374,876 1,446,000 6,820,876 1,446,000

補　正　前 補　正　額 計

千円 千円 千円

4,041,084 66,888 4

本

,107,972

(款

　

) 4 衛生費

(項) 1

年

 保健衛生費

　度

本　年

　

　度　の　財　源　内

補

の

　訳

　

目 補正前の額 補　

財

正　額 計 特　　定　　

　

財　　源
一般財源

源　

国府支出金 地 

内

方 債 そ の 他

　訳

　

66,8882 予防費 700,755 66,888 767,643

目

正

補正前の額 補　正　額

　

計 特　　定　　財　　

前

源
一般財源

補　

国府支出金 地 方 債

歳

正

そ の 他

　額 計

千

1,446,000

円 千円

1 社会

千

福祉総 421,487

円

1,446,000 1

　

1

,867,487

5,301,

務費

537

　

1,446,000 1

出

6,747,537

(款) 3 民生費

(項) 1 社会
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　会場借上料 90

18 負担金、補助及び交付金 1,403,000

　住民税非課税世帯等臨時特別給付金

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

節 説　

4 予防接種事業（健

　

康 7 報償費 △11,

　

576

　　　

7 報償費 △11

　

,576

明

づくり課） 66,888 　従事者報償費10 需用費 3,000

11 役務費 1,443

10 需用費 3,000

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

19 住民税非課税世 3 職員手当等 4,2703 職員手当等 4,270

帯等臨時特別給 　時間外勤務手当 4,00010 需用費 330

付金支給事業 1,446,000 　管理職員特別勤務手当 27011 役務費 7,449

12 委託料 30,461

10 需用費 33013 使用料及び 490

　消耗品費 320賃借料

　印刷製本費 1018 負担金、補 1,403,000

助及び交付

11 役務費 7,449金

（単

　通信運搬

位

費 3,409

：千

　人材派

円

遣料 2,500

）

(

　振込

款

手数料 1,540

) 3 民生

12

費

委託料 30,461

(項

　

)

電算処理委託料 6,4

1

61

 社

　給付金業務委託

会

料 24,000

福祉費

13 使用料及び賃借料 490

　電子複写機使用料 400
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地 方 債 そ の 他

本　年　度　の　財　源　内　訳

計 1,132,631 66,888 1,199,519 66,888

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金
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（

(款) 4 衛生費 (項) 1 保健衛生費

　印刷製本費12 委託料 74,021

単

11 役務費 1,443

　人材派遣料

位

12 委託料 74,021

　予防接種委託料 36,586

　支払事務委託料 1,800

：

　集団接種業務委託料 35,635

節 説　　　　
千

　　　明
円）

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳



一　　般　　職

（１）　総　　括

区     分 職員数   報　　酬   給　　料 職　員　手　当      計 共  済  費 合       計

(人)           (千円)           (千円)           (千円)    　    (千円)           (千円)           (千円)

補正後
（536）
503

748,750 1,748,204 1,658,502 4,155,456 750,964 4,906,420

補正前
（536）
503

748,750 1,748,204 1,654,232 4,151,186 750,964 4,902,150

比　 較
（0）
0

0 0 4,270 4,270 0 4,270

（　　）内は、再任用短時間勤務職員数及び会計年度任用職員（パートタイム）数の外書

区　　　　分 扶　　  　養 地　　　　域 期 末 勤 勉 管   理   職 通         勤 住     居 時間外勤務 特 殊 勤 務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 54,704 113,473 859,504 63,074 44,090 42,702 122,385 11,445

補　正　前 54,704 113,473 859,504 63,074 44,090 42,702 118,385 11,445

比　　　 較 0 0 0 0 0 0 4,000 0

管理職員

区　　　　分 退         職 夜 間 勤 務 宿   日   直 単 身 赴 任 休 日 勤 務 特別勤務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 319,658 4,530 0 0 19,745 3,192 1,658,502

補　正　前 319,658 4,530 0 0 19,745 2,922 1,654,232

比　　　 較 0 0 0 0 0 270 4,270

給　　与　　費　　明　　細　　書

備　　　　　考

　 合　　計

          (千円)

職

員

手

当

の

内

訳

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
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ア　　会　計　年　度　任　用　職　員　以　外　の　職　員

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区     分 職員数   給　　料      計 共  済  費 合       計 備 　考

(人)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補正後
（15）
486

1,711,828 1,511,701 3,223,529 606,453 3,829,982

補正前
（15）
486

1,711,828 1,507,431 3,219,259 606,453 3,825,712

比　 較 （0）
0

0 4,270 4,270 0 4,270

（　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

区　　　　分 扶　　  　養 地　　　　域 期 末 勤 勉 管   理   職 通         勤 住     居 時間外勤務 特 殊 勤 務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 54,704 111,289 717,987 63,074 43,530 42,702 122,130 11,445

補　正　前 54,704 111,289 717,987 63,074 43,530 42,702 118,130 11,445

比　　　 較 0 0 0 0 0 0 4,000 0

管理職員

区　　　　分 退         職 夜 間 勤 務 宿   日   直 単 身 赴 任 休 日 勤 務 特別勤務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 317,373 4,530 0 0 19,745 3,192 1,511,701

補　正　前 317,373 4,530 0 0 19,745 2,922 1,507,431

比　　　 較 0 0 0 0 0 270 4,270

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

　 合　　計

          (千円)

職　員　手　当
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イ　　会　計　年　度　任　用　職　員

区     分 職員数   報　　酬   給　　料 職　員　手　当      計 共  済  費 合       計

(人)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補正後
(521)
17

748,750 36,376 146,801 931,927 144,511 1,076,438

補正前
(521）

17
748,750 36,376 146,801 931,927 144,511 1,076,438

比　 較
(0)
0

0 0 0 0 0 0

（　　）内は、会計年度任用職員（パートタイム）数の外書

区　　　　分 地　　域 期　　 末 通         勤 時間外勤務 特 殊 勤 務 退         職 休 日 勤 務 　 合　　計

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 2,184 141,517 560 255 0 2,285 0 146,801

補　正　前 2,184 141,517 560 255 0 2,285 0 146,801

比　　　 較 0 0 0 0 0 0 0 0

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

備　　　　考
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(2) 　給与費の増減額の明細

 区　　分   増減額(千円) 　増減事由別内訳（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考   説　明

職員手当 4,270
その他の
増減分

4,270 異動等による増
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報告第２号

令和２年度健全化判断比率報告の件

令和２年度健全化判断比率を地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１

９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、市議会に報告する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

記

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－ －

備考 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額がない

ため、「－」と表記している。
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報告第３号

令和２年度資金不足比率報告の 件

 

令和２年度資金不足比率を地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９

年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、市議会に報告する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一 

記

（単位：％）

特 別 会 計 の 名 称 資 金 不 足 比 率

水 道 事 業 会 計 －

下 水 道 事 業 会 計 －

病 院 事 業 会 計

備考 資金不足がない会計については、「－」と表記している。
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議案第１号

泉大津市附属機関設置条例の一部改正の件

泉大津市附属機関設置条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

泉大津市立小中学校の児童及び生徒に係るいじめの防止、いじめの早期発見及び

いじめへの対処のための対策を効果的に推進するため、いじめ防止対策推進法（平

成２５年法律第７１号）の規定に基づき、泉大津市いじめ問題対策連絡協議会及び

泉大津市いじめ問題調査委員会を教育委員会の附属機関として設置するとともに、

泉大津市いじめ問題再調査委員会を市長の附属機関として設置するため、所要の改

正を行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。
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泉大津市条例第 号

泉大津市附属機関設置条例の一部を改正する条例

（案）

泉大津市附属機関設置条例（令和２年泉大津市条例第１号）の一部を次のように

改正する。

別表第１項市長の附属機関の表に次のように加える。

泉大津市いじめ問題再調査

委員会

いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第

７１号）第３０条第２項に規定する同法第

２８条第１項の規定による調査の結果につ

いての調査審議に関する事務

別表第２項教育委員会の附属機関の表中

を

泉大津市就学支援委員会 障害のある幼児、児童又は生徒の就学に係

る教育的支援についての調査審議に関する

事務

「

」

泉大津市就学支援委員会 障害のある幼児、児童又は生徒の就学に係

る教育的支援についての調査審議に関する

事務

泉大津市いじめ問題対策連

絡協議会

いじめ防止対策推進法第１４条第１項に規

定するいじめの防止等に関係する機関及び

団体との連携を図るための情報交換及び連

絡調整に関する事務

泉大津市いじめ問題調査委

員会

いじめ防止対策推進法第１４条第３項に規

定するいじめの防止等のための対策につい

ての調査審議及び同法第２８条第１項に規

定する重大事態に係る事実関係を明確にす

るための調査審議に関する事務

「

」

に
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改める。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。
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（参 考）

泉大津市附属機関設置条例新旧対照表

改 正 案 現 行

別表

１ 市長の附属機関

名 称 担 任 事 務

（略） （略）

泉大津市空家

等対策協議会

空家等対策計画の作

成及び変更並びに実

施に係る調査審議に

関する事務

泉大津市いじ

め問題再調査

委員会

いじめ防止対策推進

法（平成２５年法律

第７１号）第３０条

第２項に規定する同

法第２８条第１項の

規定による調査の結

果についての調査審

議に関する事務

２ 教育委員会の附属機関

名 称 担 任 事 務

泉大津市就学

支援委員会

障害のある幼児、児

童又は生徒の就学に

係る教育的支援につ

いての調査審議に関

する事務

泉大津市いじ

め問題対策連

絡協議会

いじめ防止対策推進

法第１４条第１項に

規定するいじめの防

別表

１ 市長の附属機関

名 称 担 任 事 務

（略） （略）

泉大津市空家

等対策協議会

空家等対策計画の作

成及び変更並びに実

施に係る調査審議に

関する事務

２ 教育委員会の附属機関

名 称 担 任 事 務

泉大津市就学

支援委員会

障害のある幼児、児

童又は生徒の就学に

係る教育的支援につ

いての調査審議に関

する事務

（略） （略）
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改 正 案 現 行

止等に関係する機関

及び団体との連携を

図るための情報交換

及び連絡調整に関す

る事務

泉大津市いじ

め問題調査委

員会

いじめ防止対策推進

法第１４条第３項に

規定するいじめの防

止等のための対策に

ついての調査審議及

び同法第２８条第１

項に規定する重大事

態に係る事実関係を

明確にするための調

査審議に関する事務

（略） （略）
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議案第２号

泉大津市職員の育児休業等に関する条例の一部改正

の件

泉大津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制

定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

国家公務員において、妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のための措置が講じ

られること等に伴い、本市職員についても適切な措置を講じるため、所要の改正を

行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。
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泉大津市条例第 号

泉大津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

する条例（案）

泉大津市職員の育児休業等に関する条例（平成４年泉大津市条例第８号）の一部

を次のように改正する。

第２条第４号ア ア を削り、同号ア イ 中「第２条の３」を「第２条の４」に、「特

定職に引き続き」を「引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」とい

う。）に」に改め、同号ア イ を同号ア ア とし、同号ア ウ を同号ア イ とする。

第６条中「職務に復帰した場合には、当該育児休業をした期間の２分の１に相当

する期間」を「職務に復帰した場合において、他の職員との権衡上必要があると認

められるときは、その育児休業の期間を１００分の１００以下の換算率により換算

して得た期間」に改める。

第８条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日ごとの

勤務時間を考慮して規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。

第１２条を第１４条とし、第１１条の次に次の２条を加える。

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等）

第１２条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊

娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に

対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第１３条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。

⑴ 職員に対する育児休業に係る研修の実施

⑵ 育児休業に関する相談体制の整備
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⑶ その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

（職務復帰後における給料月額の調整に関する経過措置）

２ 改正後の泉大津市職員の育児休業等に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第６条の規定は、育児休業をした職員がこの条例の施行の日（以下「施行

日」という。）以後の職務に復帰した場合における給料月額の調整について適用

し、育児休業をした職員が施行日前に職務に復帰した場合における給料月額の調

整については、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に育児休業をしている職員が施行日以後に職務に復帰し

た場合における改正後の条例第６条の規定の適用については、同条中「１００分

の１００以下」とあるのは、「１００分の１００以下（当該期間のうち令和４年

４月１日前の期間については、２分の１）」とする。
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（参 考）

泉大津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改

正する条例（案）要綱

本条例（案）は、国家公務員において、妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援の

ための措置が講じられること等に伴い、本市職員についても適切な措置を講じるた

め、所要の改正を行うものであること。

１ 主な改正内容

⑴ 非常勤職員の育児休業、介護休暇及び介護時間の取得要件のうち「引き続き

在職した期間が１年以上」との要件を廃止するものであること。（第２条及び第

８条関係）

⑵ 育児休業をした職員（会計年度任用職員を除く。）が職務に復帰した場合にお

いて、引き続き勤務したとみなす期間を、育児休業をした期間の「２分の１に

相当する期間」から「１００分の１００以下の換算率により換算して得た期間」

に改めるものであること。（第６条関係）

⑶ 妊娠又は出産等を申し出た職員に対し、育児休業に関する制度等を個別に知

らせるとともに、育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向確認を行うため

の措置を講じなければならない 条２１第（。とこるあでのもるけ設を定規るすと

関係）

⑷ 職員に対し、育児休業に係る研修の実施及び相談体制の整備等、育児休業の

承認の請求が円滑に行われるための必要な措置を講じなければならないとする

規定を設けるものであること。（第１３条関係）

２ その他所要の規定の整備を行うものであること。

３ 附則に関する事項

⑴ 施行期日

この条例（案）は、令和４年４月１日から施行するものであること。（附則第

１項）

⑵ 経過措置

所要の経過規定を定めるものであること。（附則第２項及び第３項）
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泉大津市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表

改 正 案 現 行

（育児休業をすることができない職

員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。

⑴～⑶ （略）

⑷ 次のいずれかに該当する非常勤

職員以外の非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常

勤職員

ア その養育する子（育児休業

法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６

か月に達する日（以下「１歳

６か月到達日」という。）（第

２条の４の規定に該当する場

合にあっては、２歳に達する

日）までに、その任期（任期

が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了す

ること及び引き続いて任命権

者を同じくする職（以下「特

（育児休業をすることができない職

員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。

⑴～⑶ （略）

⑷ 次のいずれかに該当する非常勤

職員以外の非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常

勤職員

ア 任命権者を同じくする職

（以下「特定職」という。）に

引き続き在職した期間が１年

以上である非常勤職員

イ その養育する子（育児休業

法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６

か月に達する日（以下「１歳

６か月到達日」という。）（第

２条の３の規定に該当する場

合にあっては、２歳に達する

日）までに、その任期（任期

が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了す

ること及び特定職に引き続き

採用されないことが明らかで
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改 正 案 現 行

定職」という。）に採用されな

いことが明らかでない非常勤

職員

イ 勤務日の日数を考慮して規

則で定める非常勤職員

イ及びウ （略）

（職務復帰後における給与等の取扱

い）

第６条 育児休業をした職員（会計年

度任用職員を除く。）が職務に復帰し

た場合において、他の職員との権衡

上必要があると認められるときは、

その育児休業の期間を１００分の１

００以下の換算率により換算して得

た期間を引き続き勤務したものとみ

なして、その職務に復帰した日及び

その日以後における最初の昇給日

（一般職の職員の給与に関する条例

第１３条第１項の市長が定める日を

いう。）又はそのいずれかの日に、昇

給の場合に準じてその者の給料月額

を調整することができる。

（部分休業をすることができない職

員）

第８条 育児休業法第１９条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

⑴ （略）

ない非常勤職員

ウ 勤務日の日数を考慮して規

則で定める非常勤職員

イ及びウ （略）

（職務復帰後における給与等の取扱

い）

第６条 育児休業をした職員（会計年

度任用職員を除く。）が職務に復帰し

た場合には、当該育児休業をした期

間の２分の１に相当する期間を引き

続き勤務したものとみなして、その

職務に復帰した日及びその日以後に

おける最初の昇給日（一般職の職員

の給与に関する条例第１３条第１項

の市長が定める日をいう。）又はその

いずれかの日に、昇給の場合に準じ

てその者の給料月額を調整すること

ができる。

（部分休業をすることができない職

員）

第８条 育児休業法第１９条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

⑴ （略）
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改 正 案 現 行

⑵ 勤務日の日数及び勤務日ごとの

勤務時間を考慮して規則で定める

非常勤職員以外の非常勤職員（地

方公務員法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「再任用短時間勤務職

員等」という。）を除く。）

（妊娠又は出産等についての申出が

あった場合における措置等）

第１２条 任命権者は、職員が当該任

命権者に対し、当該職員又はその配

偶者が妊娠し、又は出産したことそ

の他これに準ずる事実を申し出たと

きは、当該職員に対して、育児休業

に関する制度その他の事項を知らせ

るとともに、育児休業の承認の請求

に係る当該職員の意向を確認するた

めの面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。

２ 任命権者は、職員が前項の規定に

よる申出をしたことを理由として、

当該職員が不利益な取扱いを受ける

ことがないようにしなければならな

⑵ 次のいずれにも該当する非常勤

職員以外の非常勤職員（地方公務

員法第２８条の５第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員

（以下「再任用短時間勤務職員

等」という。）を除く。）

ア 特定職に引き続き在職した期

間が１年以上である非常勤職員

イ 勤務日の日数及び勤務日ごと

の勤務時間を考慮して規則で定

める非常勤職員

ー 46 ー



改 正 案 現 行

い。

（勤務環境の整備に関する措置）

第１３条 任命権者は、育児休業の承

認の請求が円滑に行われるようにす

るため、次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。

⑴ 職員に対する育児休業に係る研

修の実施

⑵ 育児休業に関する相談体制の整

備

⑶ その他育児休業に係る勤務環境

の整備に関する措置

第１４条 （略） 第１２条 （略）
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議案第３号

泉大津市保育所設置条例の一部改正の件

泉大津市保育所設置条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

泉大津市立条東保育所を廃止することについて、所要の改正を行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。
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泉大津市条例第 号

泉大津市保育所設置条例の一部を改正する条例（案）

泉大津市保育所設置条例（昭和３８年泉大津市条例第５号）の一部を次のように

改正する。

第１条の表泉大津市立条東保育所の項を削る。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。
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（参 考）

泉大津市保育所設置条例新旧対照表

改 正 案 現 行

（設置）

第１条 本市は、児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第２４条第１

項の規定による児童の保育に資する

ため泉大津市立保育所を設置し、そ

の名称、位置及び定員は、次のとお

りとする。

名称 位置 収容定員

泉大津市立

浜保育所

泉大津市菅原

町１３番２９

号

７０名

泉大津市立

要保育所

泉大津市池浦

５１５番地の

６

１００名

（設置）

第１条 本市は、児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第２４条第１

項の規定による児童の保育に資する

ため泉大津市立保育所を設置し、そ

の名称、位置及び定員は、次のとお

りとする。

名称 位置 収容定員

泉大津市立

浜保育所

泉大津市菅原

町１３番２９

号

７０名

泉大津市立

条東保育所

泉大津市千原

町二丁目１番

３号

６０名

泉大津市立

要保育所

泉大津市池浦

５１５番地の

６

１００名
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議案第４号

泉大津市国民健康保険料条例の一部改正の件

泉大津市国民健康保険料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

大阪府の市町村標準保険料率等が示されたことに伴い、一般被保険者に係る基礎

賦課額の保険料率、後期高齢者支援金等賦課額の保険料率及び介護納付金賦課額の

保険料率について所要の改正を行うとともに、国民健康保険法施行令（昭和３３年

政令第３６２号）の一部が改正されたことに伴い、未就学児に係る被保険者均等割

額の減額措置の導入等について所要の改正を行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。
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泉大津市条例第 号

泉大津市国民健康保険料条例の一部を改正する条例

（案）

泉大津市国民健康保険料条例（昭和５１年泉大津市条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条各号列記以外の部分中「第９条」の次に「及び第１０条の２」を加え、同

条第１号ウ中「第８１条の２第４項」を「第８１条の２第５項」に改め、同号エ中

「第８１条の２第９項第２号」を「第８１条の２第１０項第２号」に改め、同条第

２号エ中「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の２第１項」を加える。

第５条第１項第１号中「１００分の８．４１」を「１００分の８．５１」に改め、

同項第２号中「２９，９１０円」を「３１，１４２円」に改め、同項第３号中「３

１，１１０円」を「３１，３８７円」に改める。

第５条の５の２各号列記以外の部分中「第９条」の次に「及び第１０条の２」を

加え、同条第２号イ中「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の２第１

項」を加える。

第５条の５の５第１項第１号中「１００分の２．７３」を「１００分の２．６６」

に改め、同項第２号中「９，４７８円」を「９，４２６円」に改め、同項第３号中

「９，８５８円」を「９，５００円」に改める。

第５条の９第１項第１号中「１００分の２．４７」を「１００分の２．４８」に

改め、同項第２号中「１８，２１３円」を「１８，３０６円」に改める。

第９条の見出しを「（低所得者の保険料の減額）」に改める。

第１０条の次に次の１条を加える。

（未就学児の被保険者均等割額の減額）

第１０条の２ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３月３

１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における当該被

保険者に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第５条又は第５条

の４の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該保険料額に、それぞれ、

１０分の５を乗じて得た額（第５条第２項の規定により端数の切り上げを行った
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後の額とする。）を控除して得た額とする（第４項に掲げる場合を除く）。

２ 第５条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合

において、第５条第３項の規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるも

のとする。

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場

合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」

と、「第５条又は第５条の４」とあるのは「第５条の５の５又は第５条の５の８」

と、「第５条第２項」とあるのは「第５条の５の５第２項」と、第２項中「第５条

第３項」とあるのは「第５条の５の５第３項」と読み替えるものとする。

４ 当該年度において、第９条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした

納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に係る当該年度分

の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を

控除して得た額とする。

⑴ 第５条又は第５条の４の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該

保険料額に第９条第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲

げる割合を乗じて得た額（第５条第２項の規定により端数の切り上げを行った

後の額とする。）を控除して得た額

⑵ 第１号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第５条第２項

の規定により端数の切り上げを行った後の額とする。）

５ 第５条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合

において、第５条第３項の規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるも

のとする。

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場

合において、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」

と、「第５条又は第５条の４」とあるのは「第５条の５の５又は第５条の５の８」

と、「第５条第２項」とあるのは「第５条の５の５第２項」と、第５項中「第５条

第３項」とあるのは「第５条の５の５第３項」と読み替えるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。
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（適用区分）

２ この条例による改正後の泉大津市国民健康保険料条例の規定は、令和４年度分

の国民健康保険料から適用し、令和３年度分までの国民健康保険料については、

なお従前の例による。
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（参 考）

泉大津市国民健康保険料条例の一部を改正する条例

（案）要綱

本条例（案）は、大阪府の市町村標準保険料率等が示されたことに伴い、一般被

保険者に係る基礎賦課額の保険料率、後期高齢者支援金等賦課額の保険料率及び介

護納付金賦課額の保険料率について所要の改正を行うとともに、国民健康保険法施

行令の一部が改正されたことに伴い、未就学児に係る被保険者均等割額の減額措置

の導入等について所要の改正を行うものであること。

１ 国民健康保険料率の改正

⑴ 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率を、次のとおり改めるものである

こと。（第５条第１項関係）

区 分 改 正 案 現 行

所得割 ８．５１％ ８．４１％

均等割 ３１，１４２円 ２９，９１０円

平等割（※） ３１，３８７円 ３１，１１０円

※ 特定世帯又は特定継続世帯を除く。

⑵ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率を、次のとおり改

めるものであること。（第５条の５の５第１項関係）

区 分 改 正 案 現 行

所得割 ２．６６％ ２．７３％

均等割 ９，４２６円 ９，４７８円

平等割（※） ９，５００円 ９，８５８円

※ 特定世帯又は特定継続世帯を除く。
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⑶ 介護納付金賦課額の保険料率を、次のとおり改めるものであること。（第５条

の９第１項関係）

区 分 改 正 案 現 行

所得割 ２．４８％ ２．４７％

均等割 １８，３０６円 １８，２１３円

２ 全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令による国民健康保険法施行令の

一部改正等に伴う改正

⑴ 子育て世帯の経済的負担軽減の観点から未就学児（６歳に達する日以降の最

初の３月３１日以前である被保険者）がいる世帯において、当該未就学児に係

る被保険者均等割額について５割を減額することとされたため、本市国民健康

保険においても同様の措置を講じるよう所要の規定を整備するものであること。

（第１０条の２関係）

低所得世帯軽

減の適用状況
改 正 案 現 行

軽減なし世帯
未就学児の均等割額の５割

を軽減。
軽減なし

７割軽減世帯

未就学児の７割軽減後の均

等割額を５割軽減。

（合計８．５割※を軽減）

７割軽減

（低所得世帯軽減のみ）

５割軽減世帯

未就学児の５割軽減後の均

等割額を５割軽減。

（合計７．５割を軽減）

５割軽減

（低所得世帯軽減のみ）

２割軽減世帯

未就学児の２割軽減後の均

等割額を５割軽減。

（合計６割を軽減）

２割軽減

（低所得世帯軽減のみ）

※７割軽減後の３割相当分の１／２（５割）は１．５割となるため、７割＋

１．５割で８．５割となる。５割・２割軽減世帯についても同様の考え方。
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⑵ その他所要の規定の整備を行うものであること。（第２条、第５条の５の２及

び第９条関係）

３ 附則に関する事項

⑴ 施行期日

この条例（案）は、令和４年４月１日から施行するものであること。（改正条

例附則第１項）

⑵ 適用区分

この条例（案）の施行に関し、所要の経過規定を定めるものであること。（改

正条例附則第２項）
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泉大津市国民健康保険料条例新旧対照表

改 正 案 現 行

（一般被保険者に係る基礎賦課総額）

第２条 保険料の賦課額のうち一般被

保険者（国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号。以下「法」とい

う。）附則第７条第１項に規定する退

職被保険者等（以下「退職被保険者

等」という。）以外の被保険者をい

う。以下同じ。）に係る基礎賦課額

（第９条及び第１０条の２の規定に

より基礎賦課額を減額するものとし

た場合にあっては、その減額するこ

ととなる額を含む。）の総額（以下

「基礎賦課総額」という。）は、第１

号に掲げる額の見込額から第２号に

掲げる額の見込額を控除した額を基

準として算定した額とする。

⑴ 当該年度における次に掲げる額

の合算額

ア及びイ （略）

ウ 法第８１条の２第５項の財政

安定化基金拠出金の納付に要す

る費用の額

エ 法第８１条の２第１０項第２

号に規定する財政安定化基金事

業借入金の償還に要する費用の

額

（一般被保険者に係る基礎賦課総額）

第２条 保険料の賦課額のうち一般被

保険者（国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号。以下「法」とい

う。）附則第７条第１項に規定する退

職被保険者等（以下「退職被保険者

等」という。）以外の被保険者をい

う。以下同じ。）に係る基礎賦課額

（第９条の規定により基礎賦課額を

減額するものとした場合にあって

は、その減額することとなる額を含

む。）の総額（以下「基礎賦課総額」

という。）は、第１号に掲げる額の見

込額から第２号に掲げる額の見込額

を控除した額を基準として算定した

額とする。

⑴ 当該年度における次に掲げる額

の合算額

ア及びイ （略）

ウ 法第８１条の２第４項の財政

安定化基金拠出金の納付に要す

る費用の額

エ 法第８１条の２第９項第２号

に規定する財政安定化基金事業

借入金の償還に要する費用の額

ー 61 ー



改 正 案 現 行

オ及びカ （略）

⑵ 当該年度における次に掲げる額

の合算額

ア～ウ （略）

エ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。）の

ための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えられた

法第７２条の３第１項及び第７

２条の３の２第１項の規定によ

る繰入金及び国民健康保険保険

給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用

に係るものに限る。）の額並びに

算定政令第６条第６項第１号

（国民健康保険の調整交付金等

の交付額の算定に関する省令第

６条第１号ハからヌまで及びヲ

（大阪府知事が定めたものに限

る。）並びに附則第７条第２号又

は第３号に掲げる額の合計額を

除く。）、第２号及び第３号に掲

げる額を除く。）の額

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保

険料率）

第５条 一般被保険者に係る基礎賦課

額の保険料率は、次のとおりとす

オ及びカ （略）

⑵ 当該年度における次に掲げる額

の合算額

ア～ウ （略）

エ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。）の

ための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えられた

法第７２条の３第１項の規定に

よる繰入金及び国民健康保険保

険給付費等交付金（退職被保険

者等の療養の給付等に要する費

用に係るものに限る。）の額並び

に算定政令第６条第６項第１号

（国民健康保険の調整交付金等

の交付額の算定に関する省令第

６条第１号ハからヌまで及びヲ

（大阪府知事が定めたものに限

る。）並びに附則第７条第２号又

は第３号に掲げる額の合計額を

除く。）、第２号及び第３号に掲

げる額を除く。）の額

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保

険料率）

第５条 一般被保険者に係る基礎賦課

額の保険料率は、次のとおりとす
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改 正 案 現 行

る。

⑴ 所得割 １００分の８．５１

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき３１，１４２円

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき３１，３８

７円

イ 特定同一世帯所属者（法第６

条第８号に該当したことにより

被保険者の資格を喪失した者で

あって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯

に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する一般被保

険者が属する世帯であって同日

の属する月（以下「特定月」と

いう。）以後５年を経過する月ま

での間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限

る。以下「特定世帯」という。）

アの額に２分の１を乗じて得た

額

ウ 特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する一般被保険者が属

する世帯であって特定月以後５

る。

⑴ 所得割 １００分の８．４１

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき２９，９１０円

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき３１，１１

０円

イ 特定同一世帯所属者（法第６

条第８号に該当したことにより

被保険者の資格を喪失した者で

あって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯

に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する一般被保

険者が属する世帯であって同日

の属する月（以下「特定月」と

いう。）以後５年を経過する月ま

での間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限

る。以下「特定世帯」という。）

アの額に２分の１を乗じて得た

額

ウ 特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する一般被保険者が属

する世帯であって特定月以後５
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改 正 案 現 行

年を経過する月の翌月から特定

月以後８年を経過する月までの

間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。

以下「特定継続世帯」という。）

アの額に４分の３を乗じて得た

額

２及び３ （略）

（一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課総額）

第５条の５の２ 保険料の賦課額のう

ち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額（第９条及び第１０条

の２の規定により後期高齢者支援金

等賦課額を減額するものとした場合

にあっては、その減額することとな

る額を含む。）の総額（以下「後期高

齢者支援金等賦課総額」という。）

は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除し

た額を基準として算定した額とす

る。

⑴ （略）

⑵ 当該年度における次に掲げる額

の合算額

ア （略）

イ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険事業費

年を経過する月の翌月から特定

月以後８年を経過する月までの

間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。

以下「特定継続世帯」という。）

アの額に４分の３を乗じて得た

額

２及び３ （略）

（一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課総額）

第５条の５の２ 保険料の賦課額のう

ち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額（第９条の規定により

後期高齢者支援金等賦課額を減額す

るものとした場合にあっては、その

減額することとなる額を含む。）の総

額（以下「後期高齢者支援金等賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる

額の見込額から第２号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算

定した額とする。

⑴ （略）

⑵ 当該年度における次に掲げる額

の合算額

ア （略）

イ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険事業費
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改 正 案 現 行

納付金の納付に要する費用に限

る。）のための収入（法附則第９

条第１項の規定により読み替え

られた法第７２条の３第１項及

び第７２条の３の２第１項の規

定による繰入金を除く。）の額

（一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額の保険料率）

第５条の５の５ 一般被保険者に係る

後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。

⑴ 所得割 １００分の２．６６

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき９，４２６円

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき９，５００

円

イ 特定世帯 アの額に２分の１

を乗じて得た額

ウ 特定継続世帯 アの額に４分

の３を乗じて得た額

２及び３ （略）

（介護納付金賦課額の保険料率）

第５条の９ 介護納付金賦課被保険者

に係る介護納付金賦課額の保険料率

納付金の納付に要する費用に限

る。）のための収入（法附則第９

条第１項の規定により読み替え

られた法第７２条の３第１項の

規定による繰入金を除く。）の額

（一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額の保険料率）

第５条の５の５ 一般被保険者に係る

後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。

⑴ 所得割 １００分の２．７３

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき９，４７８円

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき９，８５８

円

イ 特定世帯 アの額に２分の１

を乗じて得た額

ウ 特定継続世帯 アの額に４分

の３を乗じて得た額

２及び３ （略）

（介護納付金賦課額の保険料率）

第５条の９ 介護納付金賦課被保険者

に係る介護納付金賦課額の保険料率
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改 正 案 現 行

は、次のとおりとする。

⑴ 所得割 １００分の２．４８

⑵ 被保険者均等割 介護納付金賦

課被保険者１人につき１８，３０

６円

２及び３ （略）

（低所得者の保険料の減額）

第９条 次の各号に該当する納付義務

者に課する保険料の賦課額のうち基

礎賦課額は、第３条又は第５条の２

の基礎賦課額から、それぞれ、当該

各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が第５条の５

に定める賦課限度額を超えるとき

は、当該賦課限度額）とする。

⑴～⑶ （略）

２～４ （略）

（未就学児の被保険者均等割額の減

額）

第１０条の２ 当該年度において、そ

の世帯に６歳に達する日以後の最初

の３月３１日以前である被保険者

（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該被保険者に係る当

該年度分の基礎賦課額の被保険者均

等割額は、第５条又は第５条の４の

基礎賦課額の被保険者均等割の保険

料額から、当該保険料額に、それぞ

は、次のとおりとする。

⑴ 所得割 １００分の２．４７

⑵ 被保険者均等割 介護納付金賦

課被保険者１人につき１８，２１

３円

２及び３ （略）

（保険料の減額賦課）

第９条 次の各号に該当する納付義務

者に課する保険料の賦課額のうち基

礎賦課額は、第３条又は第５条の２

の基礎賦課額から、それぞれ、当該

各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が第５条の５

に定める賦課限度額を超えるとき

は、当該賦課限度額）とする。

⑴～⑶ （略）

２～４ （略）
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改 正 案 現 行

れ、１０分の５を乗じて得た額（第

５条第２項の規定により端数の切り

上げを行った後の額とする。）を控除

して得た額とする（第４項に掲げる

場合を除く）。

２ 第５条第３項の規定は、前項に規

定する額の決定について準用する。

この場合において、第５条第３項の

規定中「保険料率」とあるのは

「額」と読み替えるものとする。

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第１項中

「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第５条又

は第５条の４」とあるのは「第５条

の５の５又は第５条の５の８」と、

「第５条第２項」とあるのは「第５

条の５の５第２項」と、第２項中

「第５条第３項」とあるのは「第５

条の５の５第３項」と読み替えるも

のとする。

４ 当該年度において、第９条に規定

する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に未就学

児がある場合における当該未就学児

に係る当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額は、第１号に掲げる
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改 正 案 現 行

額から第２号に掲げる額を控除して

得た額とする。

⑴ 第５条又は第５条の４の基礎賦

課額の被保険者均等割の保険料額

から、当該保険料額に第９条第１

項各号に規定する場合に応じてそ

れぞれ同項各号アに掲げる割合を

乗じて得た額（第５条第２項の規

定により端数の切り上げを行った

後の額とする。）を控除して得た額

⑵ 第１号に掲げる額に、それぞ

れ、１０分の５を乗じて得た額

（第５条第２項の規定により端数

の切り上げを行った後の額とす

る。）

５ 第５条第３項の規定は、前項に規

定する額の決定について準用する。

この場合において、第５条第３項の

規定中「保険料率」とあるのは

「額」と読み替えるものとする。

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第４項中

「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第５条又

は第５条の４」とあるのは「第５条

の５の５又は第５条の５の８」と、

「第５条第２項」とあるのは「第５
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改 正 案 現 行

条の５の５第２項」と、第５項中

「第５条第３項」とあるのは「第５

条の５の５第３項」と読み替えるも

のとする。
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議案第５号

泉大津市立学校園条例の一部改正の件

泉大津市立学校園条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

泉大津市立条東幼稚園を廃止することについて、所要の改正を行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。
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泉大津市条例第 号

泉大津市立学校園条例の一部を改正する条例（案）

泉大津市立学校園条例（昭和４０年泉大津市条例第４号）の一部を次のように改

正する。

第２条中第３号を削り、第４号を第３号とする。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。
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（参 考）

泉 大 津 市 立 学 校 園 条 例 新 旧 対 照 表

改 正 案 現 行

（幼稚園の設置）

第２条 泉大津市立幼稚園を次のとお

り設置する。

⑴ 泉大津市立旭幼稚園 泉大津市

昭和町４番３８号

⑵ 泉大津市立穴師幼稚園 泉大津

市我孫子一丁目１２番１号

⑶ 泉大津市立条南幼稚園 泉大津

市寿町１６番１６号

（幼稚園の設置）

第２条 泉大津市立幼稚園を次のとお

り設置する。

⑴ 泉大津市立旭幼稚園 泉大津市

昭和町４番３８号

⑵ 泉大津市立穴師幼稚園 泉大津

市我孫子一丁目１２番１号

⑶ 泉大津市立条東幼稚園 泉大津

市千原町二丁目１１番１号

⑷ 泉大津市立条南幼稚園 泉大津

市寿町１６番１６号
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議案第６号

泉大津市消防手数料条例の一部改正の件

泉大津市消防手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令（令和４年政令

第３２号）が公布され、事務の内容の変化に伴い現行の手数料の標準額の見直しが

必要となる事務及び人件費単価又は物価水準の変動に伴い現行の手数料の標準額と

の乖離が大きくなっている事務に係る手数料の標準額が改定されたことに伴い、所

要の改正を行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。

ー 75 ー





泉大津市条例第 号

泉大津市消防手数料条例の一部を改正する条例（案）

泉大津市消防手数料条例（平成２４年泉大津市条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第６の７の項⑶中「 円」を「 円」に、同表の９の項中「

円」を「 円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の泉大津市消防手数料条例の規定は、この条例の施行の

日以後に申請を受理するものから適用し、同日前までに受理したものについて

は、なお従前の例による。
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（参 考）

泉大津市消防手数料条例の一部を改正する条例（案）

要綱

本条例（案）は、地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政

令が公布され、事務の内容の変化に伴い現行の手数料の標準額の見直しが必要とな

る事務及び人件費単価又は物価水準の変動に伴い現行の手数料の標準額との乖離が

大きくなっている事務に係る手数料の標準額が改定されたことに伴い、所要の改正

を行うものであること。

１ 改正内容

⑴ 販売契約を締結している一般消費者等の数が１万戸以上の液化石油ガス販売

事業者からの液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和

４２年法律第１４９号）第３５条の６第１項の規定に基づく保安確保機器の設

置及び管理の方法の認定の申請に対する審査手数料を引き下げるものであるこ

と。（別表第６関係）

⑵ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３７条の２第１

項の規定に基づく貯蔵施設の位置、構造若しくは設備の変更又は特定供給設備

の位置、構造、設備若しくは装置の変更の許可の申請に対する審査手数料を引

き下げるものであること。（別表第６関係）

２ 附則に関する事項

⑴ 施行期日

この条例（案）は、令和４年４月１日から施行するものであること。

⑵ 経過措置

この条例（案）による改正後の泉大津市消防手数料条例の規定は、この条例

（案）の施行の日以後に申請を受理するものから適用し、同日前までに受理し

たものについては、なお従前の例によるものであること。
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泉 大 津 市 消 防 手 数 料 条 例 新 旧 対 照 表

改 正 案 現 行

別表第６（液化石油ガスの保安の確保

及び取引の適正化に関する法律関係手

数料）

手数料を徴収する

事項
手数料の金額

１～６ 略 略

７ 法第３５条の

６第１項の規定

に基づく保安確

保機器の設置及

び管理の方法の

認定の申請に対

する審査

⑴ 略

⑵ 略

⑶ 当該申請を行う者が販

売契約を締結している一

般消費者等の数が

戸以上の場合 円

８ 略 略

９ 法第３７条の

２第１項の規定

に基づく貯蔵施

設の位置、構造

若しくは設備の

変更又は特定供

給設備の位置、

構造、設備若し

くは装置の変更

の許可の申請に

対する審査

円に変更に係る貯蔵

施設又は特定供給設備の数

を乗じて得た金額

～ 略 略

備考 この表の右欄に掲げる金額は、

１件についての金額とする。

別表第６（液化石油ガスの保安の確保

及び取引の適正化に関する法律関係手

数料）

手数料を徴収する

事項
手数料の金額

１～６ 略 略

７ 法第３５条の

６第１項の規定

に基づく保安確

保機器の設置及

び管理の方法の

認定の申請に対

する審査

⑴ 略

⑵ 略

⑶ 当該申請を行う者が販

売契約を締結している一

般消費者等の数が

戸以上の場合 円

８ 略 略

９ 法第３７条の

２第１項の規定

に基づく貯蔵施

設の位置、構造

若しくは設備の

変更又は特定供

給設備の位置、

構造、設備若し

くは装置の変更

の許可の申請に

対する審査

円に変更に係る貯蔵

施設又は特定供給設備の数

を乗じて得た金額

～ 略 略

備考 この表の右欄に掲げる金額は、

１件についての金額とする。
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議案第７号

泉大津市消防団条例の一部改正の件

泉大津市消防団条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

消防庁長官通知「消防団員の報酬等の基準の策定等について（令和３年４月１３

日消防地第１７１号）」の趣旨に鑑み、消防団員の処遇改善を図るため、消防団員の

報酬等について所要の改正を行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。
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泉大津市条例第 号

泉大津市消防団条例の一部を改正する条例（案）

泉大津市消防団条例（平成１７年泉大津市条例第１号）の一部を次のように改正

する。

第１２条第１項中「その職務に応ずる報酬」を「年額報酬、出動報酬」に改め、

同条第２項中「報酬」を「年額報酬」に改め、「費用弁償として」の次に「支給する」

を加え、「別表」を「別表第１」に改め、同条第３項中「次により費用弁償を支給す

る」を「出動報酬を支給するものとし、その額は、別表第２のとおりとする」に改

め、同項各号を削る。

別表中「費用弁償」を「旅費」に、「消防団長」を「団長」に、「消防団副団長」

を「副団長」に、「消防団分団長」を「分団長」に、「消防団副分団長」を「副分団

長」に、「消防団部長」を「部長」に、「消防団班長」を「班長」に、「消防団員」を

「団員」に、「３６，０００円」を「３６，５００円」に改め、同表を別表第１とし、

同表の次に次の１表を加える。

別表第２（第１２条関係）

区 分 報 酬 の 額

水火災その他の災害又は警戒 １日につき ８，０００円

訓練その他の活動 １日につき ３，５００円

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。
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（参 考）

泉大津市消防団条例の一部を改正する条例（案）要綱

本条例（案）は、消防庁長官通知「消防団員の報酬等の基準の策定等について」

の趣旨に鑑み、消防団員の処遇改善を図るため、消防団員の報酬等について所要の

改正を行うものであること。

１ 改正内容

消防庁から示された「非常勤消防団員の報酬等の基準」を踏まえ、以下のとお

り改めるものであること。

⑴ 消防団員に支払われる報酬の種類は、出動回数によらず年額により支払われ

る年額報酬及び出動に応じて支払われる出動報酬の２種類とするものであるこ

と。（第１２条関係）

⑵ 「団員」階級の者の年額報酬について、年額報酬額を「３６ ０００円」から

「３６，５００円」に引き上げるものであること。（別表第１関係）

⑶ 消防団員の出動報酬について、これまで１回の出動につき支給するとしてい

たものを、出動の実態に応じた報酬を支給するものとし、出動報酬額を次の表

のとおり定めるものであること。（別表第２関係）

区 分 改 正 案 現 行

水火災その他の災害

又は警戒

１日につき ８，０００円 １回につき ３，０００円

訓練その他の活動 １日につき ３，５００円 １回につき ２，０００円

２ その他所要の規定の整備を行うものであること。

３ 施行期日

この条例（案）は、令和４年４月１日から施行するものであること。
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泉 大 津 市消 防団 条 例 新旧 対照 表

改 正 案 現 行

（報酬及び費用弁償）

第１２条 消防団員には、年額報酬、

出動報酬及び費用弁償を支給する。

２ 年額報酬及び費用弁償として支給

する旅費の額は別表第１のとおりと

する。

３ 消防団員が水火災その他の災害若

しくは警戒又は訓練その他の活動の

職務に従事する場合においては、出

動報酬を支給するものとし、その額

は、別表第２のとおりとする。

別表第１（第１２条関係）

区 分 報酬の額 旅費の額

団長 年額 円 泉大津市職員

旅費条例（昭

和 年泉大

津市条例第

号）に規定す

る職員の職に

あるものの旅

費相当額

副団長 同 円

分団長 同 円

副分団長 同 円

部長 同 円

班長 同 円

団員 同 円

備考 （略）

（報酬及び費用弁償）

第１２条 消防団員には、その職務に

応ずる報酬及び費用弁償を支給す

る。

２ 報酬及び費用弁償として旅費の額

は別表のとおりとする。

３ 消防団員が水火災その他の災害若

しくは警戒又は訓練その他の活動の

職務に従事する場合においては、次

により費用弁償を支給する。

⑴ 水火災その他の災害又は警戒の

場合 １回につき ３，０００円

⑵ 訓練その他の活動の場合 １回

につき ２，０００円

別表（第１２条関係）

区 分 報酬の額 費用弁償の額

消防団長 年額 円 泉大津市職員

旅費条例（昭

和 年泉大

津市条例第

号）に規定す

る職員の職に

あるものの旅

費相当額

消防団副団長 同 円

消防団分団長 同 円

消防団副分団長 同 円

消防団部長 同 円

消防団班長 同 円

消防団員 同 円

備考 （略）

ー 85 ー



改 正 案 現 行

別表第２（第１２条関係）

区 分 報酬の額

水火災その他の災

害又は警戒

１日につき 円

訓練その他の活動 １日につき 円

ー 86 ー



議案第８号

泉大津市非常勤消防団員等公務災害補償条例の一部

改正の件

泉大津市非常勤消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律

第４０号）により、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律（昭和３１

年法律第１０７号）が改正されたことに伴い、年金の受給権保護の観点から、年金

生活者の一時的な資金需要に対して年金受給権を担保として小口の資金の貸付けを

行う年金担保貸付事業が廃止されることを踏まえ、所要の改正を行うものである。

これが、この条例案を提出する理由である。
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泉大津市条例第 号

泉大津市非常勤消防団員等公務災害補償条例の一部を

改正する条例（案）

泉大津市非常勤消防団員等公務災害補償条例（平成１７年泉大津市条例第３号）

の一部を次のように改正する。

第３条ただし書を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害

補償若しくは遺族補償を受ける権利は、この条例の施行の日以後も、なお従前の

例により担保に供することができる。
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（参 考）

泉大津市非常勤消防団員等公務災害補償条例新旧対

照表

改 正 案 現 行

（損害補償を受ける権利）

第２条 非常勤消防団員が、公務によ

り死亡し、負傷し、若しくは疾病に

かかり、又は公務による負傷若しく

は疾病により死亡し、若しくは障害

の状態となった場合、又は消防法第

２５条第１項若しくは第２項（同法

第３６条において準用する場合を含

む。）若しくは第２９条第５項（同法

第３０条の２及び第３６条において

準用する場合を含む。）の規定により

消防作業に従事した者（以下「消防

作業従事者」という。）、同法第３５

条の７第１項の規定により救急業務

に協力した者（以下「救急業務協力

者」という。）又は水防法第１７条の

規定により水防に従事した者（以下

「水防従事者」という。）若しくは災

害対策基本法第６５条第１項（同条

第３項（原子力災害対策特別措置法

第２８条第２項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）におい

て準用する場合及び原子力災害対策

特別措置法第２８条第２項の規定に

より読み替えて適用される場合を含

む。）の規定若しくは災害対策基本法

第６５条第２項において準用する同

法第６３条第２項の規定による応急

（損害補償を受ける権利）

第２条 非常勤消防団員が、公務によ

り死亡し、負傷し、若しくは疾病に

かかり、又は公務による負傷若しく

は疾病により死亡し、若しくは障害

の状態となった場合、又は消防法第

２５条第１項若しくは第２項（同法

第３６条において準用する場合を含

む。）若しくは第２９条第５項（同法

第３０条の２及び第３６条において

準用する場合を含む。）の規定により

消防作業に従事した者（以下「消防

作業従事者」という。）、同法第３５

条の７第１項の規定により救急業務

に協力した者（以下「救急業務協力

者」という。）又は水防法第１７条の

規定により水防に従事した者（以下

「水防従事者」という。）若しくは災

害対策基本法第６５条第１項（同条

第３項（原子力災害対策特別措置法

第２８条第２項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）におい

て準用する場合及び原子力災害対策

特別措置法第２８条第２項の規定に

より読み替えて適用される場合を含

む。）の規定若しくは災害対策基本法

第６５条第２項において準用する同

法第６３条第２項の規定による応急
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改 正 案 現 行

措置の業務に従事した者（以下「応

急措置従事者」という。）が消防作業

若しくは水防（以下「消防作業等」

という。）に従事し、若しくは救急業

務に協力し、又は応急措置の業務に

従事したことにより死亡し、負傷

し、若しくは疾病にかかり、又は消

防作業等に従事し、若しくは救急業

務に協力し、又は応急措置の業務に

従事したことによる負傷若しくは疾

病により死亡し、若しくは障害の状

態となったときは、市長は、損害補

償を受けるべき者に対して、その者

がこの条例によって損害補償を受け

る権利を有する旨を速やかに通知し

なければならない。

第３条 損害補償を受ける権利は、譲

り渡し、担保に供し、又は差し押さ

えることはできない。

措置の業務に従事した者（以下「応

急措置従事者」という。）が消防作業

若しくは水防（以下「消防作業等」

という。）に従事し、若しくは救急業

務に協力し、又は応急措置の業務に

従事したことにより死亡し、負傷

し、若しくは疾病にかかり、又は消

防作業等に従事し、若しくは救急業

務に協力し、又は応急措置の業務に

従事したことによる負傷若しくは疾

病により死亡し、若しくは障害の状

態となったときは、市長は、損害補

償を受けるべき者に対して、その者

がこの条例によって損害補償を受け

る権利を有する旨を速やかに通知し

なければならない。

第３条 損害補償を受ける権利は、譲

り渡し、担保に供し、又は差し押さ

えることはできない。ただし、傷病

補償年金又は年金である障害補償若

しくは遺族補償を受ける権利を株式

会社日本政策金融公庫又は沖縄振興

開発金融公庫に担保に供する場合

は、この限りでない。
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議案第９号

泉大津市立条南小学校校舎棟長寿命化改良工事請負

契約の一部変更の件

令和２年６月１８日議決に係る泉大津市立条南小学校校舎棟長寿命化改良工事請

負契約の一部を変更する契約を次のとおり締結したいので、議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年泉大津市条例第６号）第２

条の規定により、市議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

記

１ 契 約 金 額 変更前 １，０８１，０８７，７００円

変更後 １，０９５，６０２，２００円

２ 契約の相手方 住 所 大阪市中央区瓦町二丁目４番７号

名 称 栗本建設工業株式会社

代表取締役 岩 崎 光 延
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（参 考）

変 更 理 由

泉大津市立条南小学校校舎棟長寿命化改良工事において、工事進捗に伴い、設計

時の想定より外壁タイル仕上面の状態が悪いことによる外壁改修範囲の増、天井ボ

ードに非飛散性アスベストの含有が確認されたことによる処分費用の増、本工事契

約締結後に整備したＧＩＧＡスクール構想に伴う校内ＬＡＮの盛替工事などの変更

が生じたことにより、当該請負契約の一部変更を行い、契約金額を増額するもので

ある。
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議案第１０号

財 産 の 無 償 譲 渡 の 件

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、次

のとおり財産を無償で譲渡することについて市議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

記

１ 譲渡する財産

⑴ 建 物

所 在 泉大津市千原町二丁目１１番１号

名 称 泉大津市立条東幼稚園

構 造 鉄筋コンクリート造２階建

延面積 １，６９２．９１平方メートル

⑵ 遊具その他備品等

２ 譲渡の相手方

所 在 柏原市法善寺３丁目８０１番地

名 称 社会福祉法人不易創造館

３ 譲渡の目的

条東幼稚園及び条東保育所を統合して民営化することに伴い、公募により選定

された上記相手方に建物等を無償譲渡することにより、市民に対し安定的かつ良

質な保育を提供できるようにするもの。
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議案第１１号

忠岡町と泉大津市との間における大阪府から移譲さ

れる事務の委託に関する規約の変更に関する協議の

件

１２３４５６７８９０１２３４５６７８９０１２３４５６７８９０１２３４５６７

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定により、

忠岡町と泉大津市との間における大阪府から移譲される事務の委託に関する規約を

次のとおり変更することについて、忠岡町と協議する。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

理 由

地方自治法第２５２条の１４第３項において準用する同法２５２条の２の２第３

項本文の規定に基づき議会の議決を得る必要がある。
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忠岡町と泉大津市との間における大阪府から移譲さ

れる事務の委託に関する規約の一部を変更する規約

（案）

１２３４５６７８９０１２３４５６７８９０１２３４５６７８９０１２３４５６７

忠岡町と泉大津市との間における大阪府から移譲される事務の委託に関する規約

（平成２３年９月２１日制定）の一部を次のように変更する。

別表を次のように改める。

別表（第１条関係）

項 項 目 根拠となる大阪府条例 事 務

１ 専用水道の布設工

事の設計の確認等

大阪府衛生行政事務に

係る事務処理の特例に

関する条例（平成１２

年大阪府条例第１３

号）、大阪府特設水道

条例（昭和３３年大阪

府条例第３０号）

ア 専用水道の布設工事

の設計の確認等

イ 特設水道布設工事の

設計の確認等

２ 簡易専用水道の給

水停止命令等

大阪府衛生行政事務に

係る事務処理の特例に

関する条例

簡易専用水道の改善指示

等

３ 大気汚染防止法に

係る規制事務、大

阪府生活環境の保

全等に関する条例

に係る規制等事務

大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理

の特例に関する条例

（平成１２年大阪府条

例第２１号）、大阪府

生活環境の保全等に関

する条例（平成６年大

阪府条例第６号）

ア ばい煙発生施設の設

置の届出の受理等

イ ばい煙等に係る届出

施設等の設置の届出の

受理等

４ ダイオキシン類対

策特別措置法に係

大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理

特定施設の設置の届出の

受理等
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る規制事務等 の特例に関する条例

５ 水質汚濁防止法に

係る規制事務等、

大阪府生活環境の

保全等に関する条

例に係る規制等事

務

大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理

の特例に関する条例、

大阪府生活環境の保全

等に関する条例

ア 特定施設等の設置の

届出の受理等

イ 届出施設の設置の届

出の受理等

６ 指定物質排出者へ

の指導等に関する

事務（瀬戸内海環

境保全特別措置法

関係）

大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理

の特例に関する条例

指定物質（燐等）を排出

する者に対する必要な指

導、助言及び勧告等

７ 土壌汚染対策法事

務、大阪府生活環

境の保全等に関す

る条例に係る規制

等事務

大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理

の特例に関する条例、

大阪府生活環境の保全

等に関する条例

ア 使用が廃止された有

害物質使用特定施設に

係る工場又は事業場の

敷地であった土地の調

査結果の受理、人の健

康被害が生ずるおそれ

がない旨の確認等

イ 土壌汚染状況調査結

果報告書の受理等

８ ＰＲＴＲ法（特定

化学物質の環境へ

の排出量の把握等

及び管理の改善の

促進に 関す る法

律）に基づく届出

の経由及び意見の

添付、大阪府生活

大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理

の特例に関する条例、

大阪府生活環境の保全

等に関する条例

ア 第一種指定化学物質

の排出量等の届出の経

由及び意見の付与等

イ 化学物質管理計画書

の作成及び届出等
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環境の保全等に関

する条例による化

学物質管理制度に

基づく届出等

９ 特定工場における

公害防止組織の整

備に関する法律に

係る届出受理事務

等

大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理

の特例に関する条例

公害防止統括者の選任・

解任の届出の受理等

屋外広告物の許可

事務等及び措置命

令等の事務

大阪府屋外広告物条例

（昭和２４年大阪府条

例第７９号）

許可に関する事務等

附 則

この規約は、令和４年４月１日から施行する。
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（参 考）

忠岡町と泉大津市との間における大阪府から移譲さ

れる事務の委託に関する規約新旧対照表

１２３４５６７８７９０１２３４５６７８９９０１２３４５６７８９０１２３４５６７

変 更 案 現 行

別表（第１条関係）

項 項 目
根拠となる

大阪府条例
事 務

１ 専 用 水 道

の 布 設 工

事 の 設 計

の確認等

大阪府衛生

行政事務に

係る事務処

理の特例に

関する条例

（平成１２

年大阪府条

例 第 １ ３

号）、大阪府

特設水道条

例（昭和３

３年大阪府

条例第３０

号）

ア 専用水道

の布設工事

の設計の確

認等

イ 特設水道

布設工事の

設計の確認

等

２ 簡 易 専 用

水 道 の 給

水 停 止 命

令等

大阪府衛生

行政事務に

係る事務処

理の特例に

関する条例

簡易専用水道

の改善指示等

３ 大 気 汚 染

防 止 法 に

係 る 規 制

事 務 、 大

阪 府 生 活

環 境 の 保

全 等 に 関

す る 条 例

に 係 る 規

制等事務

大阪府環境

農林水産行

政事務に係

る事務処理

の特例に関

す る 条 例

（平成１２

年大阪府条

例 第 ２ １

号）、大阪府

生活環境の

保全等に関

す る 条 例

ア ばい煙発

生施設の設

置の届出の

受理等

イ ばい煙等

に係る届出

施設等の設

置の届出の

受理等

別表（第１条関係）

項 項 目 事 務

１ 専 用 水 道

の 布 設 工

事 の 設 計

の確認等

ア 大阪府衛生行政事務に

係る事務処理の特例に関

する条例（平成１２年大

阪府条例第１３号）第６

条第 １号 か ら第 ７ 号ま

で、第９号及び第１０号

に掲げる事務

イ 大阪府特設水道条例

（昭和３３年大阪府条例

第３０号）第１５条各号

に掲げる事務

２ 簡 易 専 用

水 道 の 給

水 停 止 命

令等

大阪府衛生行政事務に係る

事務処理の特例に関する条

例第６条第８号、第９号及

び第１１号に掲げる事務

３ 大 気 汚 染

防 止 法 に

係 る 規 制

事 務 、 大

阪 府 生 活

環 境 の 保

全 等 に 関

す る 条 例

に 係 る 規

制等事務

ア 大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理の

特例に関する条例（平成

１２年大阪府条例第２１

号）第５条第１項から第

３項まで及び第６項各号

に掲げる事務

イ 大阪府生活環境の保全

等に関する条例（平成６

年大阪府条例第６号）第

１１１条第１項第１号及

び第４項第４号から第１

１号まで、第１７号、第
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変 更 案 現 行

（平成６年

大阪府条例

第６号）

４ ダ イ オ キ

シ ン 類 対

策 特 別 措

置 法 に 係

る 規 制 事

務等

大阪府環境

農林水産行

政事務に係

る事務処理

の特例に関

する条例

特定施設の設

置の届出の受

理等

５ 水 質 汚 濁

防 止 法 に

係 る 規 制

事 務 等 、

大 阪 府 生

活 環 境 の

保 全 等 に

関 す る 条

例 に 係 る

規 制 等 事

務

大阪府環境

農林水産行

政事務に係

る事務処理

の特例に関

する条例、

大阪府生活

環境の保全

等に関する

条例

ア 特定施設

等の設置の

届出の受理

等

イ 届出施設

の設置の届

出の受理等

６ 指 定 物 質

排 出 者 へ

の 指 導 等

に 関 す る

事 務 （ 瀬

戸 内 海 環

境 保 全 特

別 措 置 法

関係）

大阪府環境

農林水産行

政事務に係

る事務処理

の特例に関

する条例

指定物質（燐

等）を排出す

る者に対する

必要な指導、

助言及び勧告

等

７ 土 壌 汚 染

対 策 法 事

務 、 大 阪

府 生 活 環

境 の 保 全

等 に 関 す

る 条 例 に

係 る 規 制

等事務

大阪府環境

農林水産行

政事務に係

る事務処理

の特例に関

する条例、

大阪府生活

環境の保全

等に関する

条例

ア 使用が廃

止された有

害物質使用

特定施設に

係る工場又

は事業場の

敷地であっ

た土地の調

査結果の受

理、人の健

康被害が生

ずるおそれ

がない旨の

確認等

イ 土壌汚染

１９号、第２０号及び第

２２号に掲げる事務

４ ダ イ オ キ

シ ン 類 対

策 特 別 措

置 法 に 係

る 規 制 事

務等

大阪府環境農林水産行政事

務に係る事務処理の特例に

関する条例第１８条第１項

及び第２項各号に掲げる事

務

５ 水 質 汚 濁

防 止 法 に

係 る 規 制

事 務 等 、

大 阪 府 生

活 環 境 の

保 全 等 に

関 す る 条

例 に 係 る

規 制 等 事

務

ア 大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理の

特例に関する条例第８条

第２項各号に掲げる事務

イ 大阪府生活環境の保全

等に関する条例第１１１

条第１項第２号、第３項

第３号から第９号まで、

第２４号、第２６号及び

第２８号に掲げる事務

６ 指 定 物 質

排 出 者 へ

の 指 導 等

に 関 す る

事 務 （ 瀬

戸 内 海 環

境 保 全 特

別 措 置 法

関係）

大阪府環境農林水産行政事

務に係る事務処理の特例に

関する条例第１３条第２項

第２号及び第３号に掲げる

事務

７ 土 壌 汚 染

対 策 法 事

務 、 大 阪

府 生 活 環

境 の 保 全

等 に 関 す

る 条 例 に

係 る 規 制

等事務

ア 大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理の

特例に関する条例第１９

条各号に掲げる事務

イ 大阪府生活環境の保全

等に関する条例第１１１

条第３項第１０号から第

２３号まで、第２５号及

び第２７号に掲げる事務
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変 更 案 現 行

状況調査結

果報告書の

受理等

８ Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ

法 （ 特 定

化 学 物 質

の 環 境 へ

の 排 出 量

の 把 握 等

及 び 管 理

の 改 善 の

促 進 に 関

す る 法

律 ） に 基

づ く 届 出

の 経 由 及

び 意 見 の

添 付 、 大

阪 府 生 活

環 境 の 保

全 等 に 関

す る 条 例

に よ る 化

学 物 質 管

理 制 度 に

基 づ く 届

出等

大阪府環境

農林水産行

政事務に係

る事務処理

の特例に関

する条例、

大阪府生活

環境の保全

等に関する

条例

ア 第一種指

定化学物質

の排出量等

の届出の経

由及び意見

の付与等

イ 化学物質

管理計画書

の作成及び

届出等

９ 特 定 工 場

に お け る

公 害 防 止

組 織 の 整

備 に 関 す

る 法 律 に

係 る 届 出

受 理 事 務

等

大阪府環境

農林水産行

政事務に係

る事務処理

の特例に関

する条例

公害防止統括

者の選任・解

任の届出の受

理等

屋 外 広 告

物 の 許 可

事 務 等 及

び 措 置 命

令 等 の 事

務

大阪府屋外

広告物条例

（昭和２４

年大阪府条

例 第 ７ ９

号）

許可に関する

事務等

８ Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ

法 （ 特 定

化 学 物 質

の 環 境 へ

の 排 出 量

の 把 握 等

及 び 管 理

の 改 善 の

促 進 に 関

す る 法

律 ） に 基

づ く 届 出

の 経 由 及

び 意 見 の

添 付 、 大

阪 府 生 活

環 境 の 保

全 等 に 関

す る 条 例

に 基 づ く

届出等

ア 大阪府環境農林水産行

政事務に係る事務処理の

特例に関する条例第１７

条各号に掲げる事務

イ 大阪府生活環境の保全

等に関する条例第１１１

条第４項第１２号から第

１６号まで、第１８号及

び第２１号に掲げる事務

９ 特 定 工 場

に お け る

公 害 防 止

組 織 の 整

備 に 関 す

る 法 律 に

係 る 届 出

受 理 事 務

等

大阪府環境農林水産行政事

務に係る事務処理の特例に

関する条例第１０条各号に

掲げる事務

屋 外 広 告

物 の 許 可

事 務 等 及

び 措 置 命

令 等 の 事

務

大阪府屋外広告物条例（昭

和２４年大阪府条例第７９

号）第２６条第２項各号に

掲げる事務
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議案第１２号

指 定 管 理 者 の 指 定 の 件

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次

の施設の指定管理者の指定について市議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

記

施 設 の 名 称 指 定 す る 団 体 指 定 の 期 間

泉大津市立児童発達

支援センター

泉大津市東豊中町二丁目４番

２６号

社会福祉法人豊中福祉会

令和 ５年４月 １日から

令和１０年３月３１日まで
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※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（補正第 号）

ー 109 ー





議案第１３号

令和３年度泉大津市一般会計補正予算

令和３年度泉大津市一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７５，５９２千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３６，６０６，５３５千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一
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第　 入

1 地方交付税 4,06

　

5,347 484,7

歳

72 4,550,11

　

9

14

出

国庫支出金 9,577

　

,805 154,40

予

2 9,732,207

　

1 国庫

算

負担金 5,534,3

　

94 △3,965 5,

１ 補

530,429

　

2 国庫補助金

正

3,990,810 1

歳

58,367 4,14

　

9,177

　

15 府支出金 2,

入

109,036 14,315 2,123,351

1 府負担金 1,580,

　

604 18,849 1,599,453

2 府補助金 422,722 △4,534 418,188

（

17 寄

単

附金 835,340 △

位

25,000 810,

：

340

千

1 寄附金 835,34

表

円

0 △25,000 81

）

0,340

款

18 繰入金 1,9

項

57,926 △9,0

補

06 1,948,92

正

0

2 基

前

金繰入金 1,837,

の

044 △9,006 1

額

,828,038

補

20 諸収入

　

　

570,600 63,

正

682 634,282

　

5 雑入

額

464,278 63,

計

682 527,960

21 市債 3,847,311 △758,757 3,088,554

1 市債 3,8

 

47,311 △758

1

,757 3,088,

0

554

地

歳　　入　　合　　計

方

36,682,127

交

△75,592 36,

付

606,535

税 4,

 

065,347 484

歳

,772 4,550,

　

119
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1 保健衛生費 1,199,519 7,051 1,206,570

2 清掃費 1,223,718 △84,776 1,138,942

6 商工費 300,216 8,048 308,264

1 商工費 300,216 8,048 308,264

7 土木費 3,729,118 △186,893 3,542,225

1 土木管理費 41,275 △4,000 37,275

2 道路橋りょう費 567,656 △25,965 541,691

4 都市計画費 1,727,528 △156,798 1,570,730

歳　　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 総務費 4,026,433 392,886 4,419,319

1 総務管理費 3,411,067 402,886 3,813,953

4 戸籍住民登録費 200,555 △10,000 190,555

3 民生費 16,747,537 △102,508 16,645,029

1 社会福祉費 6,820,876 37,197 6,858,073

2 児童福祉費 5,928,200 △143,363 5,784,837

6 国民健康保険事業費 841,396 3,658 845,054

4 衛生費 4,107,972 △77,725 4,030,247
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位

1 教育

：

総務費 744,605

千

8,000 752,6

円

05

2

）

小学校費 1,059,

款

109 230 1,05

項

9,339

補

3 中学校費 695

正

,157 △66,87

前

0 628,287

の

5 社会教育

額

費 534,442 △9

補

,065 525,37

　

7

6 保

正

健体育費 188,14

　

3 △35,642 15

額

2,501

計

10 公債費 2,724,486 △29,616 2,694,870

1 公債費 2,724,486 △29,616 2,694,870

5

11 諸支出

下

金 425,221 23

水

,563 448,78

道

4

2 上

事

水道事業費 28,81

業

4 23,563 52,

費

377

1

歳　　出　　合　　計

,

36,682,127

3

△75,592 36,

6

606,535

1,791 △130 1,361,661

9 教育費 3,571,

（

980 △103,34

単

7 3,468,633



第 ２ 表　繰 越 明 許 費 補 正

追加

款 項

１ 総 務 管 理 費

６ 保 健 体 育 費

公 用 車 維 持 管 理 事 業 2,791

ス ポ ー ツ 施 設
管 理 運 営 事 業

16,638

住民税非課税世帯等臨時
特 別 給 付 金 支 給 事 業

865,425

泉 大 津 駅 西 地 区
周 辺 整 備 事 業

49,535

中 学 校 教 材 整 備 事 業 3,465

小 学 校 施 設 整 備 事 業 71,913

９ 教 育 費

電 算 処 理 事 業 4,592

市 有 財 産 等 管 理 事 業 70,895

７ 土 木 費

１ 社 会 福 祉 費３ 民 生 費

２ 総 務 費

３ 中 学 校 費

４ 都 市 計 画 費

２道路橋りょう費

２ 小 学 校 費

（単位：千円）

小 学 校 教 材 整 備 事 業 5,715

公 園 施 設 整 備 事 業 206,868

事　　　　業　　　　名 金　　　　　額

小 松 町 ４ 号 線
道 路 改 良 事 業

74,540
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償　　　還　　　の　　　方　　　法

資金区分 償還期限 据置期間 償還方法

千円

普通貸借 8.0%以内 政府資金 半 年 賦 及 び 市 財 政 の 都
又は 又は銀行 年 賦 元 利 均 合により償還

証券発行 その他資金 等、半年賦元 期 限 を 短 縮
金 均 等 償 還 し 、 若し くは
又 は 満 期 一 繰 上償 還 又
括 償 還 ■ ■ は 低 利 に 借

換えすること
ができる。■

■

合　　計 3,088,554

補正前の額 3,847,311

同　　上 同　　上 同　　上

（補正額） △ 758,757

20年以内 3年以内 同　　上 同　　上

補正後 1,031,654 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上

臨時財政対策債 補正前 1,421,011 同　 上 同　　上 同　　上

補正後 17,200 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上

同　　上 10年以内 2年以内 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

体 育 館 施 設
整 備 事 業 費

補正前 49,900 同　 上 同　　上

25年以内 3年以内 同　　上 同　　上

補正後 708,300 同　 上 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上

学 校 教 育 施 設
整 備 事 業 費

補正前 770,300 同　 上 同　　上 同　　上

補正後 772,100 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

公 園 整 備
事 業 費

補正前 953,300 同　 上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

補正後 141,700 同　 上 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上

街 路 整 備
事 業 費

補正前 207,800 同　 上 同　　上 同　　上

補正後 119,600 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上

（ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
に つ い て 、
利率の見直
し を 行 っ た
後において
は、当該見
直し後の利
率 ）■ ■ ■

■

その他

道 路 整 備
事 業 費 補正前 147,000 20年以内 5年以内

第 ３ 表   地 方 債 補 正

起 債 の 目 的 限 度 額
起　債
の方法

利  率
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令和３年度泉大津市一般会計補正予算に関する説明書

（補正第 号）
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歳 入

国庫支出金 ９，５７７，８０５

15 府支出金 ２，１０９，０３６

17 寄附金 ８３５，３４０

歳

18 繰入金 １，９５７，９２６

１

20 諸

 

収入 ５７０，６００

 総　

21 市債 ３，８４７，

　

３１１

出

括

歳　

歳　　入　　合　

　

　計 ３６，６８２，１

入

２７

補

款 補 正 前 の 額

正

10

予

地方交付税 ４，０６５

算

，３４７

14
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別 明

１５４，４０

細

２ ９，７３２，２０７

書

１４，３１５ ２，１２３，３５１

△２５，０００ ８１０，３４０

△９，００６ １，９４８，９２０

６３，６８２ ６３４，２８２

△７５８，７５７ ３，０８８，５５４

△７５，５９２ ３

（

６，６０６，５３５

単位：千円）

補 正 額 計

４８４，７７

事

２ ４，５５０，１１９

項
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6

3 民生費 16,747,537 △102,508

歳　　出

4 衛生費 4,107,972 △77,725

6 商工費 300,216 8,048

7 土木費 3,729,118 △186,893

款

9 教育費 3,571

補

,980 △103,3

正

47

前の額 補

10 公債費 2,7

正

24,486 △29,

額

616

11 諸支出金 425,221 23,563

歳 出 合 計 36,682,127 △75,592

2 総務費 4,026,433 392,88
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4,419,319 6,095 △35,000 421,791

16,645,029 △6,280 △5,794 △90,434

（単

4,030,

位

247 △77,725

：千円

30

）

8,264 6,048

補

2,000

正 額 の

3,

財

542,225 160

源

,523 △274,7

内

00 △72,716

訳

3,468,633 2,331 △94,700 △10,978

2,694,8

計

70 △29,616

特 定 財 源

448,784 23,

一

563

  般 

36,606,535

 

168,717 △36

財

9,400 △40,7

 

94 165,885

 源
国府支出金 地 方 債 そ の 他
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２　

地方交付税

目 補正前の額 補　正　

補

額 計

　正　

1 地方交付税 4,

前

065,347 484

補

,772 4,550,

　

119

歳

正　額 計

計 4,06

千

5,347 484,7

円

72 4,550,11

千

9

補　

円

正　前 補　正　額 計

千

千

円 千円 千円

9,577

円

,805 154,40

　

4

2 9,732,207

,

(款) 14 国庫支出

0

金

(項) 1 国庫負担

6

金

5

目 補正前

,

の額 補　正　額 計

347

1 民

4

生費国庫負担金 5,1

　

8

00,369 △3,9

4

65 5,096,40

,

4

772 4,55

入

0,119

(款) 10 地方交付税

計 5,534,394 △3,965 5,530,429

(項) 2 国庫補助金

目 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費国庫補助金 410,010 6,095 416,105

(項) 1 
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節
説 明

区　　分 金　　額

1 地方交付税 484,772 普通交付税

節
説 明

区　　分 金　　額

1 社会福祉費負担金 20,000 障がい者総合支援負担金

2 児童福祉費負担金 △29,200 母子生活支援施設費負担金 △1,272

児童扶養手当負担金 △14,667

児童手当負担金 △13,261

4 国民健康保険事業 5,235 国民健康保険基盤安定負担金

費負担金

（単位：

節

千

説 明
区　　分 金

円

　　額

）

(款) 1

1 総務管理費補助金

0

6,095 社会保障・

 

税番号制度システム整

地

備費補助金 4,592

方交付税 (項) 1 地方交付税
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2 民生費国庫補助金 3,047,960 △11,129 3,036,831

目

4 土木費国庫補助金

補

336,442 158

正

,812 495,25

前

4

の額 補　正　額 計

5 教育費国庫補助金 98,918 4,589 103,507

計 3,990,810 158,367 4,149,177

補　正　前 補　正　額 計

千円 千円 千円

2,109,036 14,315 2,123,351

(款) 15 府支出金

(項) 1 府負担金

目 補正前の額 補　正　額 計

1 民生費府負担金 1,565,506 18,849 1,584,355



ー 125 ー

（

,50

4 国民健

3

康保険事業 13,126 国民健康保険基盤安定負担金

費負担金

2 児童福祉費補助金 △11,129 母子家庭高等技能訓練促進補助金

単

節

1 土木費補助金 △1,095 地籍調査補助金

位

2 都市計画費補助金 159,907 都市構造再編集中支援事業費補助金（泉大津駅西地区

説

周辺整

明

備事業） △55,

区

016

　

都市構造再編集中

　

支援事業費補助金（小

：

分

松町４号線道路改良

金

事業

　

） 14,907

　

都市構造

額

再編集中支援事業費補助金（公園施設整備事業） 203,365

都市構造再編集中支援事業費補助金（新図書館整

千

備事業分） △2,258

都市構造再編集中支援事業費補助金（道路改良事業） △1,091

(款) 1

円

4

1 小

 

学校費補助金 2,85

国

7 授業環境高度化補助

庫

金

支出金

2 中学校費補助金 1,

(

732 授業環境高度化

項

補助金

)

）

2 国庫補助金

節
説 明

区　　分 金　　額

マイナ

1

ポ

社会福祉費負担金 10

イ

,000 障がい者総合

ン

支援負担金

ト事業

2 児童福祉費

費

負担金 △4,423 母

補

子生活支援施設費負担

助

金 △636

金

児童手当負担

1

金 △3,787
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計 1,580,604 18,849 1,599,453

(項) 2 府補助金

目 補正前の額 補　正　額 計

目 補

2 民生費府補助金 3

正

41,415 △10,

前

035 331,380

の額 補　正　額 計

5 商工費府補助金 8,666 6,048 14,714

6 土木費府補助金 1,955 △547 1,408

計 422,722 △4,534 418,188

補　正　前 補　正　額 計

千円 千円 千円

835,340 △25,000 810,340

(款) 17 寄附金

(項) 1 寄附金

目 補正前の額 補　正　額 計

2 指定寄附金 835,330 △25,000 810,330

計 835,340 △25,000 810,340
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（

者医療保険基盤安定負担金

業費負担金

節

単

説 明
区　　分 金　　

節

額

1 社会福祉費補助金 △4,100 老人医療費等助成事業補助金

位

2 児童福祉費補助金 △5,935 乳幼児医療費等助

説

成事業補助金

明
区　　

：

分 金

1 商工費補助金 6,

　

048 大阪府新型コロ

　

ナウイルス感染症無料

額

検査実施事業費補助金

千

1 土木費補助金 △547 地籍調査補助金

(款) 1

円

5 府支出

節

金

説 明
区　　

(

分 金　　額

項) 1

）

 府

1 総務費寄附金 △

負

25,000 ガバメン

担

トクラウドファンディ

金

ング寄附金

5 後期高齢者医療事 146 後期高齢
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目

前

補正前の額 補　正　額

補

計

　正　

9 辻川穐太郎やすら

額

ぎ基金繰入金 5,79

計

4 △5,794 0

千円 千円 千円

1,

12 地域環境基

9

金繰入金 88,973

5

△3,212 85,7

7

61

,926 △9

計 1,837,044

,

△9,006 1,82

0

8,038

0

補　正　前 補　正

6

　額 計

千円 千円 千円

5

1

70,600 63,6

,

82 634,282

(

9

款) 20 諸収入

(項

4

) 5 雑入

8,

目 補正前の額 補　正　

9

額 計

20

(

1 雑入 464,2

款

78 63,682 52

)

7,960

18 繰入金

計 464,278 63,682 527,960

補　

(項) 2 基

正

金繰入金
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節
説 明

区　　分 金　　額

1 辻川穐太郎やすら △5,794 辻川穐太郎やすらぎ基金繰入金

ぎ基金繰入金

1 地域環境基金繰入 △3,212 地域環境基金繰入金

金

節
説 明

区　　分 金　　額

1 雑入 63,682 後期高齢者医療定率負担金精算金 70,470

収入印紙売払金 △10,000

二酸化炭素排出抑制対策事業

（

費等補助金 3,212

単位：千円）

(款) 18 繰入金 (項) 2 基金繰入金
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目 補正前の額 補

前

　正　額 計

補　正

4 土木債 1

　

,327,600 △2

額

74,700 1,05

計

2,900

千円 千円 千円

3,847,3

6

1

教育債 820,200

1

△94,700 725

△

,500

758,757 3,0

8 臨時財

8

政対策債 1,421,

8

011 △389,35

,

7 1,031,654

554

(款

計 3,

)

847,311 △75

2

8,757 3,088

1

,554

 市債

補　

(項) 1 市債

正
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節
説 明

区　　分 金　　額

1 都市計画債 △247,300 街路整備事業債 △66,100

公園整備事業債 △181,200

2 道路橋りょう債 △27,400 道路整備事業債

2 社会教育債 △32,700 体育施設整備事業債

3 中学校債 △62,000 中学校整備事業債

1 臨時財政対策債 △389,357 臨時財政対策債

（単位：千円）

(款) 21 市債 (項) 1 市債
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３　

本　年　度　の　財　

補

源　内　訳

　

405,844

目 補正

2

前

1 財政調整基 377,

の

796 405,844

正

額

783,640

補　正　額 計

金費

特　　

　

定

計 3,411,0

　

67 402,886 3

　

,813,953 6,

財

095 △25,000

　

421,791

　源
一般財

前

源

補

国府支出

　

金 地 方 債 そ の 

歳

正

他

　額 計

6,09

千

5 18,697

円 千円

1 一般管

千

理費 1,546,71

円

8 24,792 1,5

　

4

71,510

,026,433 3

　

92,886 4,41

出

9,319

(款) 2 総務費

△25,000 △2,7504 広報費 436,303 △27,750 408,553

(項) 1 総務管理費
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11 役務費 △1,640

　郵便振替取扱手数料 △4

　寄附金クレジットカード収納システム手

  数料 △261

　寄附申込システム手数料 △1,375

12 委託料 △5,538

　ふるさと納税システム業務委託料

25 寄附金 △10,322

　ガバメ

節

ントクラウドファンデ

説

ィング活用

　　

  支援寄

　

附金

　　　　明

1 財政調整基金積立 24 積立金 405,84424 積立金 405,844

事業 405,844 　財政調整基金積立金

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 人件費 20,200 3 職員手当等 17,0003 職員手当等 17,000

　児童手当 2,0004 共済費 3,200

　退職手当 15,00012 委託料 4,592

4 共済費 3,200

　共済組合補給金

6 電算処理事業 4,592 12 委託料 4,592

　社会保障・税番号制度システム整備委託

  料

（単位：千円

2 広報紙発行事

）

業 △2,750 10

(

需用費 △2,750

款) 2 

7 報償費 △7,500

総務費

　印刷製本費10

(

需用費 △2,750

項

11 役務費 △1,6

)

40

1 総務管

5 ガバメントク

理

ラウ 7 報償費 △7

費

,50012 委託料 △5,538

ドファンディング 　ふるさと納税謝礼記念品25 寄附金 △10,322

活用支援事業 △25,000
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(項 録

4 老人医療助 12,715 △8,200 4,515

国府支

成費

費

出金 地 方 債 そ の 他

△5,794 △2,3008 障がい者福 297,673 △8,094 289,579

祉費

30,000 10,4009 障がい者総 2,372,856 40,400 2,413,256

合支援費

△10,000

計 6,820,876 37,197 6,858,073 26,046 △5,794 16,945

)

1 戸籍住民登 200,555 △10,000 190,555

録費

4

計 200,555 △10,000 190,555 △10,000

補　正　前 補　正　額 計

千円 千円 千円

16,747,537 △102,508 16,6

 

45,029

(款) 3

本

 民生費

(項) 1 社

　

会福祉費

年　

本　年　度

度

　の　財　源　内　訳

　の

目 補正前の額 補　正　

　

額 計 特　　定　　財　

財

　源
一般財源

戸

　源

国府支出金 地 方 

　

債 そ の 他

内　訳

146 12,9453 老

籍

人福祉費 2,213,321 13,091 2,226,412

目 補正前

住

の額 補　正　額 計 特　

民

　定　　財　　源
一般

登

財源

△4,100 △4,100
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事

成事業 △8,200

業

11 役務費 △200

別 区 分

11

内

役務費 △200

訳

　診療報酬審査支払事務手数料19 扶助費 △8,000

19 扶助費 △8,000

　医療費

13 社会福祉施設建設補 18 負担金、補助及び交付金 △5,794

（

18 負担金、補 △8,094

助金交付事業 △5,794 　社会福祉施設建設補

(

助金

款

助及び交付

金

単

) 2 総務

1

費

5 障がい福祉サービス

(

18 負担金、補助及

項

び交付金 △2,300

) 4

位

 

事業所特別支援事業

戸

△2,300 　障が

籍

い福祉サービス事業所

住

特別支援事業

民登

  助成

録

金

費

：

1 障がい者総合支援給 11 役務費 40011 役務費 400

千

付事業 40,400 　自立支援審査支払手数料 30019 扶助費 40,000

　医師意見書作成手数料 100

円

19 扶助費 40,000

4 旅

　障がい者総合支援

券

給付費

発

）

給事務事業 △10,000 10 需用費 △10,00010 需用費 △10,000

　消耗品費

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

節 説

1 介護保険事業特

　

別会 27 繰出金 15

　

,141

　　　　

19 扶助費 △2,24

　

5

明

計繰出金事業 15,141 　介護保険事業特別会計への繰出27 繰出金 15,336

2 老人保護措置事業 △2,245 19 扶助費 △2,245

　老人保護措置費

21 後期高齢者医療特別 27 繰出金 195

会計繰出金事業 195 　後期高齢者医療

区

特別会計への繰出

　　分 金　　額

1 老人医療費助
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(項

△31,5004 保育所費 78

国

5,909 △31,5

府

00 754,409

支出金 地 方 債 そ の 他

△5,935 △18,4246 子ども医療 291,283 △24,359 266,924

助成費

計 5,928,200 △143,363 5,784,837 △50,687 △92,676

(項) 6 国民健康保険事業費

△1

本　年　度　の　財

,

　源　内　訳

5

目 補正前

7

の額 補　正　額 計 特　

5

　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

18,361 △14,7031 国民健康保 841,396 3,658 845,054

険事業費

)

計 841,396 3,658 845,054 18,361 △14,703

1 児童福祉総 1,594,323 △1,575 1,592,748

2

務費

本

△17,0

 

　

48 △8,197

年　度　

2 児童措置費 2

の

,479,267 △2

　

5,245 2,454

財

,022

　源

児

　内　訳

△27,704 △32,980

童

3 母子福祉費 404,450 △60,684 343,766

目 補正前の額

福

補　正　額 計 特　　定

祉

　　財　　源
一般財源

費
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別 区

1 人件

分

費 △31,500 2

内

給料 △15,000

訳

2 給料 △15,000

（

　一般職給3 職員手当等 △6,500

4 共済費 △10,000

3 職員手当等 △6,500

単

　期末勤勉手当 △4,500

　住居手当 △2,000

位

4 共済費 △10,000

　共済組合補給金

(款) 3

：

 民

1 子ども医療

生

助成事 11 役務費

費

△1,617

(項)

1

2

1 役務費 △1,617

 児

千

童

業 △24,359

福

　診療報酬審査支払事

祉

務手数料

費

19 扶助費 △22,742

19 扶助費

円

△22,742

　医療費

）

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

15 障がい児通

1 国民健康保険事

所

業特 27 繰出金 3,

支

658

援施

27 繰出金 3

1

,658

8 負

別会計繰出

担

金事業 3,658 　

金

国民健康保険事業特別

、

会計への繰出

補助及び交付金 △1,57518 負担金、補 △1,575

設処遇改善事業 △1,575 　児童発達支援センター処遇改善補助金助及び交付

金

1 児童手当支給事業 △25,245 19 扶助費 △25,24519 扶助費 △25,245

　児童手当

節 説　　　

2 児童扶養手当支給 

　

19 扶助費 △44,

　

000

　　明

18 負担金、補 △14,140

事業 △44,000 　児童扶養手当助及び交付

金

3 母子家庭等自立支 18 負担金、補助及び交付金 △14,14019 扶助費 △46,544

援事業 △14,140 　母子家庭等高等職業訓練促進給付金

4 母子生活支

区

援施設入 19 扶助費

　

△2,544

　分

所事業

金

△2,544 　母子

　

生活支援扶助費

　額 事 業
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　前

5 地域環境基 110,422 0 110,422

本　

金活用事

年

業

　

費

度　

補

の　

計 1,223

財

,718 △84,77

　

6 1,138,942

源

△84,776

　内　訳

　

目

正

補正前の額 補　正　額

　

計 特　　定　　財　　

額

源
一般財源

計

千

国府支出金 地 方 債

円

そ の 他

千円 千円

7,051

4,1

3 母子保

0

健事 107,066 7

7

,051 114,11

,

7

972 △

業費

77,725 4,030,247

(款

計 1,19

)

9,519 7,051

4

1,206,570 7

 

,051

(項) 2 清

衛

掃費

生費

本　年　度　の　財　源　内　訳
目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　財　　源

一般財源
国府支出金 地 方 債 そ の 他

△83,171

補

1 清掃総務費 449,584 △83,171 366,413

　

(項) 1 保健

△1

正

衛

,605

生費

2 塵芥処理費 613,214 △1,605 611,609
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　消耗品費 △462

　印刷製本費 △1,143

26 新エネルギー導入促

進事業 0

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

2 母子健康診査事業 6,077 12 委託料 6,07712 委託料 6,077

　妊婦健康診査委託料18 負担金、補 974

助及び交付

3 母子健康管理事業 974 18 負担金、補助及び交付金 974金

　特定不妊治療助成金

節 説

（

　　　　　　　明

単位：

区　　分 金　

千

　額 事 業 別 区 分 内 訳

円）

(款) 4

2 泉

 

北環境整備施設 1

衛

8 負担金、補助及び交

生

付金 △83,171

費 (項)

18 負担金、補 △

1

83,171

 保

組合負

健

担金事業（ 　泉北

衛

環境整備施設組合負担

生

金助及び交付

費

清掃） △83,171金

7 指定ごみ袋無料配布 10 需用費 △1,60510 需用費 △1,605

事業 △1,605
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計 41,275 △4,000 37,275 △4,000

(項) 2 道路橋りょう

本

費

　年

本　年　度　の　

　

財　源　内　訳

度

目 補正

　

前の額 補　正　額 計 特

前

の

　　定　　財　　源
一

　

般財源

財

国府

　

支出金 地 方 債 そ 

源

の 他

　内　

△4

訳

,000

補

1 道路橋りょ 134,847 △4,000 130,847

う総務費

目

　

補正前の額 補　正　額

正

計 特　　定　　財　　

　

源
一般財源

額 計

国府支出金 地 方 債

千

そ の 他

円 千円 千

2,000

円

30

1 商工総務費 34

0

,689 2,000 3

,

6,689

216 8,048 3

6,0

0

48

8,2

2 商工業振興 2

6

53,867 6,04

4

8 259,915

(款) 6 商

費

工費

計 300,216 8,048 308,264 6,048 2,000

補　正　前 補　正　額 計

千円 千円 千円

3,729,118 △186,893 3,542,225

(款) 7 土木費

(項) 1 土木管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳
目 補正前の額 補　正　額 計 特

補

　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

(項)

△4

1

,000

 

　

商工

1 土木総務費 41,2

費

75 △4,000 37,275

正
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節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 人件費

節

△4,000 2 給料

説

△3,000

　　　

2 給

　

料 △3,000

　　

　一般

　

職給

明

4 共済費 △1,000

4 共済費 △1,000

　共済組合補給金

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 人件費 2,000 3 職員手当等 2,0003 職員手当等 2,000

　時間外勤務手当

1 産業振興対策事業 6,048 12 委託料 6,04812 委託料 6,048

　新型コロナウイルス感染症無料検査事業

  委託料

（単位：千円）

(款) 6 商工費 (

節 説　

項

　　　　　　明

) 1
 

区　　分 金　　

商

額 事 業 別 区 分 内 訳

工費

1 人件費 △4,000 2 給料 △3,0002 給料 △3,000

　一般職給4 共済費 △1,000

4 共済費 △1,000

　共済組合補給金
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地

163,782 △33

 

,000 130,78

方

2

 債 そ 

務費

の 他

△55,016 △66,100 △3823 街路事業費 307,122 △121,498 185,624

△1,642 △547

203,365 △181,200 △22,1654 公園管理費 1,180,558 0 1,180,558

△2,3005 緑化推進費 73,562 △2,300 71,262

2 道路維持費 101,918 △2,189 99,729

本　年　

△

度

3,086

　の　

5 交通安全対 5

財

7,816 △3,08

　

6 54,730

源　内　訳

策費

目

13,816 △27,

補

400 △3,106

正前

6 道路新設改

の

187,125 △16

額

,690 170,43

補

5

　

良

正

費

　額 計 特　　定　　財　　源
一般

計 567,656 △2

財

5,965 541,6

源

91 12,174 △27,400 △10,739

(項) 4 都市計画費

本　年　度　の　財　源　内　訳
目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　財　　源

一般財源
国府支出金 地 方 債 そ の 他

国

△

府

33,000

支出金

1 都市計画総
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（

2 給料 △20,000

　一般職給3 職員手当等 △7,000

4 共済費 △6,000

3 職員手当等 △7,000

　期末勤勉手当

4 共済費 △6,000

　

(

共済組合補給金

款) 7 土木費

1 泉

(

大津駅西地区周 12

項

委託料 △12,614

) 2 道

12 委託料 △

路

12,614

橋り

辺整備

ょ

事業 △121,498

う

　工事設計委託料 △

費

97914 工事請負費 △7,145

　物件調査委託料 △11,63516 公有財産購 △32,730

入費

14 工事請負費 △7,14521 補償、補填 △69,009

　用地管理工事費及び賠償金

16 公有財産購入費 △32,730

　用地購入費

5

2

地

1 補償、補填及び賠償

籍

金 △69,009

調査

　補

整

償費

備事業 △2,1

2 公園

8

施設整備事業 0

9 12 委託料 △2

2 みどり

単

,

維持管理事業 △2,3

1

00 11 役務費 △3

8

00

9

11 役務費 △300

　ごみ処分手数料12 委託料 △2,000

12 委託料 △2,000

　ごみ収集委託料 △1,000

　薬剤散布委託料 △1,000

12 委託料 △2,189

　地籍調査事業業務委託料

位

1 放置自転車等対策事 12 委託料 △3,08612 委託料 △3,086

：

業 △3,086 　指定管理運営委託料 △

節

2,300

説　　

　放置自転車等対策

　

業務委託料 △786

　
千

　　　明

1 道路改良事業 0

円

12 委託料 △16,690

3 小松町４号線道路 12 委託料 △16,690

）

改良事業 △16,690 　物件調査委託料

区　　分 金　

節 説

　

　　　　　　　明

額 事 業

区　　分 金　

別

　額 事 業 別 区 分 内 訳

区 分 内 訳

1 人件費 △33,000 2 給料 △20,000
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地

,000 136,44

 

2

方 債 そ の

ン

 

ター費

他

計 744,605 8,000 752,605 8,000

(項) 2 小学校費

本　年　度　の　財　源　内　訳
目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　財　　源

一般財源
国府支出金 地 方 債 そ の 他

2,857 2,8581 学校管理費 988,302 5,715 994,017

△5,4852 教育振興費 59,156 △5,485 53,671

計 1,059,109 230 1,059,339 2,857 △2,627

計 1,727,528 △156,798 1,570,730 148,349 △247,300 △57,847

(項) 5 下水道事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳
目 補正前の額

本

補　正　額 計 特　　定

　

　　財　　源
一般財源

年　

国府支出金

度

地 方 債 そ の 他

　の　財

△130

　源　内

2 都市下水路 2

　

,766 △130 2,

訳

636

費

目 補正

計 1,361

前

,791 △130 1,

の

361,661 △13

額

0

補　

補

正　前 補　正　額 計

千

　

円 千円 千円

3,571

正

,980 △103,3

　

47 3,468,63

額

3

(款) 9 教育費

(

計

項) 1 教育総務費

特　　

本　年　度　の　財　

定

源　内　訳

　

目 補正前の

　

額 補　正　額 計 特　　

財

定　　財　　源
一般財

　

源

　

国府支出

源

金 地 方 債 そ の 

一

他

般財源

10,0002 事務局費 412,751 10,000 422,751

△2,0

国

00

府支出

3 教育支援

金

セ 138,442 △2
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（

13 使用料及び △2,000

教育政策課） △2,000 　フィルタリングサービス使用料賃借料

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

(款) 7 

6 小学校教

土

材整備事業 5,715

木

17 備品購入費 5,

費

715

(項)

17 備品購入

4

費 5,715

 都

　校用器

市

具費

計画費

2 小学校就学援助事業 △5,485 18 負担金、補助及び交付金 △5,48518 負担金、補 △5,485

　就学援助費助及び交付

金

単

節 説　　　　　　　明

位

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 泉北環境整備施設組 18 負担金、補助

：

及び交付金 △13018 負担金

節

、補 △130

説　

合負担

　

金事業（都市 　泉北

　

環境整備施設組合負担

　

金助及

千
　

び交付

　

下

　

水路） △130金

明
円

節 説　　　

）

　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

区

1 人件費 10

　

,000 3 職員手当

　

等 10,000

分 金　

3 職

　

員手当等 10,000

額 事 業

　退職手当

別 区 分 内 訳

7 情報環境整備事業（ 13 使用料及び賃借料 △2,000
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(項

6,357

国府支出金 地 

△7,000

方 債

9 留守家庭

そ

児 134,872 △7

 

,000 127,87

の

2

 他

童会費

計 534,442 △9,065 525,377 △2,258 △6,807

(項) 6 保健体育費

本　年　度　の　財　源　内　訳
目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　財　　源

一般財源
国府支出金 地 方 債 そ の 他

△2,6421 保健体育総 44,328 △2,642 41,686

務費

1,732 △62,000 △5,267

△32,700 △3003 スポーツ施 125,318 △33,000 92,318

)

設費

計 188,143 △35,642 152,501 △32,700 △2,942

1 学校管理費 656,713 △65,535 591,178

3

本　

 

年　度　の　財　源　

中

内　訳

△1,335

学

2 教

目

育振興費 38,444

補

△1,335 37,1

正

09

前の額 補

校

　正　額 計 特

計 695,157 △

　

66,870 628,

　

287 1,732 △6

定

2,000 △6,60

　

2

(項) 5 社会教育

費

　

費

財　

本　年　度　の　

　

財　源　内　訳

源

目 補正

一

前の額 補　正　額 計 特

般

　　定　　財　　源
一

財

般財源

源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

△2,258 1933 図書館費 248,422 △2,065 24
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（

区

12 委

分

託料 △2,065

内 訳

　空気触媒塗布業務委託料

単

1 留守家庭児童会運営 12 委託料 △2,0001 報酬 △5,000

事業 △2,00

位

0 　留守家庭児童会運営業務委託料12 委託料 △2,000

2 留守家庭児童会指導 1

：

報酬 △5,000

員配置事業 △5,000 　会計年度任用職員

(

報酬

款) 9 

千

教育費 (項) 3

節 説　　　

 

　　　　明

中学

円

校

区　　分 金　　額 事

費

業 別 区 分 内 訳

1 児童等健康管理事業 11 役務費 △1,092

）

11 役務費 △1,092

（教育政策課） △2,642 　就学時健康診断等手数料12 委託料 △1,550

12 委託料 △1,550

　児童・生徒健康診断等委託料 △968

　教職員健康診断等委託料 △582

2 スポーツ施設整

3

備 14 工事請負費

中

△33,000

学校教

1

材

4 工事請負費 △33,

整

000

備事

事業 △33,

業

000 　補修工事費

3,465 17 備品購入費 3,46512 委託料 △35,000

　校用器具費14 工事請負費 △34,000

17 備品購入費 3,465

5 中学校施設整備事 12 委託料 △35,000

業（資産活用課） △69,000 　工事設計委託料

14 工事請負費 △34,000

　補修工事費

節 説　　　　

2 中

　

学校就学援助事業 △1

　

,335 18 負担金

　

、補助及び交付金 △1

明

,33518 負担金、補 △1,335

　就学援助費助及び交付

金

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

区　　分 金　

5

　

新図書館整備事業 △2

額

,065 12 委託料

事

△2,065

業 別
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　前

本　年　度　の　

補

財　源　内　訳

　

目 補正

正

前の額 補　正　額 計 特

　

　　定　　財　　源
一

額

般財源

計

国府

千

支出金 地 方 債 そ 

円

の 他

千円 千

△2

円

9,616

2,72

2 利子 198,1

4

34 △29,616 1

,

68,518

486 △29,616 2

計 2,7

,

24,486 △29,

6

616 2,694,8

9

70 △29,616

4

補　正　

,

前 補　正　額 計

千円 千

8

円 千円

425,221

7

23,563 448,

0

784

(款) 11 諸

(

支出金

(項) 2 上水

款

道事業費

) 1

本　年　度

0

　の　財　源　内　訳

 公

目 補正前の額 補　正　

債

額 計 特　　定　　財　

費

　源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

23,5631 上水道事業 28,814 23,563 52,377

補

費

計 28,814 2

　

3,563 52,377 23,563

(項) 1 公債

正

費
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節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 長期債利子償還事 22 償還金、利子及び割引料 △29,61622 償還金、利 △29,616

業 △29,616 　長期債利子子及び割引

料

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内

（

訳

単位：千円

1

）

水道事業会計繰出金

(

27 繰出金 23,56

款

3

) 10

27 繰出金 23,5

 

63

公債

事業 23,56

費

3 　水道事業会計へ

(

の繰出

項) 1 公債費



一　　般　　職

（１）　総　　括

区     分 職員数   報　　酬   給　　料 職　員　手　当      計 共  済  費 合       計

(人)           (千円)           (千円)           (千円)    　    (千円)           (千円)           (千円)

補正後
（536）
496

743,750 1,707,204 1,672,002 4,122,956 736,164 4,859,120

補正前
（536）
503

748,750 1,748,204 1,658,502 4,155,456 750,964 4,906,420

比　 較
（0）
△7

△ 5,000 △ 41,000 13,500 △ 32,500 △ 14,800 △ 47,300

（　　）内は、再任用短時間勤務職員数及び会計年度任用職員（パートタイム）数の外書

区　　　　分 扶　　  　養 地　　　　域 期 末 勤 勉 管   理   職 通         勤 住     居 時間外勤務 特 殊 勤 務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 54,704 113,473 848,004 63,074 44,090 40,702 124,385 11,445

補　正　前 54,704 113,473 859,504 63,074 44,090 42,702 122,385 11,445

比　　　 較 0 0 △ 11,500 0 0 △ 2,000 2,000 0

管理職員

区　　　　分 退         職 夜 間 勤 務 宿   日   直 単 身 赴 任 休 日 勤 務 特別勤務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 344,658 4,530 0 0 19,745 3,192 1,672,002

補　正　前 319,658 4,530 0 0 19,745 3,192 1,658,502

比　　　 較 25,000 0 0 0 0 0 13,500

給　　与　　費　　明　　細　　書

備　　　　　考

　 合　　計

          (千円)

職

員

手

当

の

内

訳

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
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ア　　会　計　年　度　任　用　職　員　以　外　の　職　員

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区     分 職員数   給　　料      計 共  済  費 合       計 備 　考

(人)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補正後
（15）
479

1,670,828 1,525,201 3,196,029 591,653 3,787,682

補正前
（15）
486

1,711,828 1,511,701 3,223,529 606,453 3,829,982

比　 較
（0）
△7

△ 41,000 13,500 △ 27,500 △ 14,800 △ 42,300

（　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

区　　　　分 扶　　  　養 地　　　　域 期 末 勤 勉 管   理   職 通         勤 住     居 時間外勤務 特 殊 勤 務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 54,704 111,289 706,487 63,074 43,530 40,702 124,130 11,445

補　正　前 54,704 111,289 717,987 63,074 43,530 42,702 122,130 11,445

比　　　 較 0 0 △ 11,500 0 0 △ 2,000 2,000 0

管理職員

区　　　　分 退         職 夜 間 勤 務 宿   日   直 単 身 赴 任 休 日 勤 務 特別勤務

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 342,373 4,530 0 0 19,745 3,192 1,525,201

補　正　前 317,373 4,530 0 0 19,745 3,192 1,511,701

比　　　 較 25,000 0 0 0 0 0 13,500

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

　 合　　計

          (千円)

職　員　手　当
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イ　　会　計　年　度　任　用　職　員

区     分 職員数   報　　酬   給　　料 職　員　手　当      計 共  済  費 合       計

(人)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補正後
(521)
17

743,750 36,376 146,801 926,927 144,511 1,071,438

補正前
(521）

17
748,750 36,376 146,801 931,927 144,511 1,076,438

比　 較
(0)
0

△ 5,000 0 0 △ 5,000 0 △ 5,000

（　　）内は、会計年度任用職員（パートタイム）数の外書

区　　　　分 地　　域 期　　 末 通         勤 時間外勤務 特 殊 勤 務 退         職 休 日 勤 務 　 合　　計

          (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)           (千円)

補　正　後 2,184 141,517 560 255 0 2,285 0 146,801

補　正　前 2,184 141,517 560 255 0 2,285 0 146,801

比　　　 較 0 0 0 0 0 0 0 0

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

備　　　　考
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(2) 　給与費の増減額の明細

 区　　分   増減額(千円) 　増減事由別内訳（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考   説　明

職員手当 13,500
その他の
増減分

給料 △ 41,000
その他の
増減分

△ 41,000 異動等による減

13,500 異動等による増

報酬 △ 5,000
その他の
増減分

△ 5,000 異動等による減
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(単位：千円)

補正前の額 補　正　額 補正後の額 補正前の額 補　正　額 補正後の額 補正前の額 補正後の額

１．普  通  債 11,107,954 2,426,300 △ 369,400 2,056,900 1,351,587 1,351,587 12,182,667 11,813,267

(1) 総務債 473,014 21,400 21,400 104,895 104,895 389,519 389,519

(2) 民生債 533,488 38,900 38,900 34,729 34,729 537,659 537,659

(3) 衛生債 376,360 177,800 177,800 196,320 196,320 357,840 357,840

(4) 農林水産業債 4,201 365 365 3,836 3,836

(5) 土木債 4,134,621 1,324,900 △ 274,700 1,050,200 582,595 582,595 4,876,926 4,602,226

(6) 公営住宅債 666,225 2,700 2,700 34,432 34,432 634,493 634,493

(7) 消防債 999,613 40,400 40,400 78,715 78,715 961,298 961,298

(8) 教育債 3,920,432 820,200 △ 94,700 725,500 319,536 319,536 4,421,096 4,326,396

２．災 害 復 旧 債 161,000 161,000 161,000

(1) 民生債 9,800 9,800 9,800

(2) 衛生債 5,900 5,900 5,900

(3) 土木債 113,700 113,700 113,700

(4) 公営住宅債 1,400 1,400 1,400

(5) 消防債 1,800 1,800 1,800

(6) 教育債 28,400 28,400 28,400

３．そ の 他 債 14,706,307 1,421,011 △ 389,357 1,031,654 1,174,765 1,174,765 14,952,553 14,563,196

(1) 減税補てん債 142,898 43,664 43,664 99,234 99,234

(2)
臨 時 財 政
対 策 債

14,384,897 1,421,011 △ 389,357 1,031,654 1,121,372 1,121,372 14,684,536 14,295,179

(3) 減収補てん債 178,512 9,729 9,729 168,783 168,783

25,975,261 3,847,311 △ 758,757 3,088,554 2,526,352 2,526,352 27,296,220 26,537,463

.

当該年度末現在高見込額
 当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当該年度中元金償還見込額

合　　　計

地 方 債 の 当 該 年 度 中 に お け る 増 減 見 込 額 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　分
前年度末
現在高

当該年度中の増減見込額
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

 令和３年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正
 予算

（補正第３号）
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議案第１４号

令和３年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正

予算

令和３年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５９，５９８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，３６６，２７１千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一
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第　 入

助金 5,892,14

　

8 60,172 5,9

歳

52,320

　

5 繰入金 871

出

,396 3,658 8

　

75,054

予

1 他会計繰入金

　

841,396 3,6

算

58 845,054

　

6 繰越金

１ 補

1 88,483 88,

　

484

正

1 繰越金 1 88,48

歳

3 88,484

　

8 国庫支出金

　

0 7,285 7,28

入

5

1 国庫補助金 0 7,285 7,285

歳　　入　　合　

　

　計 8,206,673 159,598 8,366,271

（単位：千

表

円）

款 項 補正前の額 補

　

　正　額 計

 

3 府支出金 5,89

 

2,148 60,17

歳

2 5,952,320

　

1 府補
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歳　　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 保険給付費 5,758,170 60,000 5,818,170

1 療養諸費 4,916,533 60,000 4,976,533

国民健康保険事業費納
3 2,186,211 0 2,186,211

付金

1 医療給付費分 1,588,170 0 1,588,170

2 後期高齢者支援金等分 436,662 0 436,662

3 介護納付金分 161,379 0 161,379

5 基金積立金 16 94,222 94,238

1 基金積立金 16 94,222 94,238

7 諸支出金 5,852 5,376 11,228

2 償還金及び還付加算金 5,261 5,376 10,637

歳　　出　　合　　計 8,206,673 159,598 8,366,271





※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

 令和３年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正
 予算に関する説明書

（補正第３号）

ー 161 ー



ー 162 ー

歳 入

７１，３９６

6 繰越金 １

8 国庫支出金 ０

歳　　入　　合　　計 ８，２０６，６７３

歳

１  総　　

出

括

歳　　入

補

款 補 正 前 の 額

正

3 府

予

支出金 ５，８９２，１

算

４８

5 繰入金 ８
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別

３，６５

明

８ ８７５，０５４

細 書

８８，４８３ ８８，４８４

７，２８５ ７，２８５

１５９，５９８ ８，３６６，２７１

（単位：千円）

補 正 額 計

６０，１７２ ５，

事

９５２，３２０

項
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00

3 国民健康保険事業費納付金 2,186,211 0

歳　

5 基金積立金 16 94

　

,222

出

7 諸支出金 5,852 5,376

歳 出 合 計 8,206,673 159,598

款 補正前の額 補 正 額

2 保険給付費 5,758,170 60,0
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5,818,170 60,000

2,186,211 172 △172

94,238 94,222

（単位

11,228 5

：

,376

千円）

補

8,366,271 6

正

0,172 △172 9

額

9,598

の 財 源 内 訳

計 特 定 財 源
一  般  財  源

国府支出金 地 方 債 そ の 他
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２　

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正

1 保険給付

　

費等交付金 5,882

前

,521 60,606

補

5,943,127

　

歳

正　額 計

千円 千円 千円

　

5,89

2 老

2

人等医療費助成補助金

,

9,627 △434 9

1

,193

48 6

　

0,172 5,952

入

,320

(款

計

)

5,892,148 6

3

0,172 5,952

 

,320

府

補　正　前 補　正　

支

額 計

千円 千円 千円

87

出

1,396 3,658

金

875,054

(款) 5 繰入金

(項) 1 他会計繰入金

目 補正前の額 補　正　額 計

1 一般会計繰入金 841,396 3,658 845,054

(項) 1 府補助金



節
説 明

区　　分 金　　額

1 保険給付費等交付 60,000 保険給付費等交付金（普通交付金）

金（普通交付金）

2 保険給付費等交付 606 特別調整交付金

金（特別交付金）

1 老人医療費助成補 △69 老人医療費助成補助金

助金

2 障がい者医療費助 △223 障がい者医療費助成補助金

成補助金

3 ひとり親家庭医療 △142 ひとり親家庭医療費助成補助金

費助成補助金

（単位

節

：

説 明
区　　分 金

千

　　額

円）

(款)

1 保険基盤安定繰入 1

3

4,012 保険料軽減

 

分

府

金（保険料軽減分

支

）

出金 (項) 1 府補助金
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ー 168 ー

計 841,396 3,658 845,054

目

補　正　前 補　正

補

　額 計

千円 千円 千円

1

正

88,483 88,4

前

84

(款) 6 繰越金

の

(項) 1 繰越金

額 補

目 補正前の額 補

　

　正　額 計

正　額

1 繰越金 1

計

88,483 88,484

計 1 88,483 88,484

補　正　前 補　正　額 計

千円 千円 千円

0 7,285 7,285

(款) 8 国庫支出金

(項) 1 国庫補助金

目 補正前の額 補　正　額 計

1 災害等臨時特例補助金 0 7,285 7,285

計 0 7,285 7,285
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（

険者支援分

金（保険者支援分

）

6 その他繰入金 △20,823 その他繰入金

単

節

節

位

説 明
区　　分 金　　額

説

1 繰越金 88,4

明

83 繰越金

区　　

：

分 金　　額

節
説 明

区　　分 金　　額

千

1 災害等臨時特例補 7,285 災害等臨時特例補助

(

金

款

助金

) 5

円

 繰入金 (項) 1 他

）

会計繰入金

2 保険基盤安定繰入 10,469 保



ー 170 ー

３　

1 一般被保険 436,652 0 436,652

者後期高齢

者支援金等

分

計 436,662 0 436,662 137 △137

本　年　度　の　財

補

　源　内　訳

　

目 補正前

正

の額 補　正　額 計 特　

　

　定　　財　　源
一般

前

財源

補

国府支

　

出金 地 方 債 そ の

歳

正

 他

　額 計

60,

千

000

円 千円

1

千

一般被保険 4,776

円

,626 60,000

　

5

4,836,626

,758,17

者療養給付

0 6

　

0

費

,000

計 4,916,533

5

60,000 4,97

,

6,533 60,00

8

0

補　

1

正　前 補　正　額 計

千

8

円 千円 千円

2,186

出

,

,211 0 2,186

1

,211

(款) 3 国

7

民健康保険事業費納付

0

金

(項) 1 医療給付

(

費分

款)

本　年　度　の

2

　財　源　内　訳

 

目 補

保

正前の額 補　正　額 計

険

特　　定　　財　　源

給

一般財源

付

国

費

府支出金 地 方 債 そ の 他

△15 151 一般被保険 1,586,857 0 1,586,857

者医療給付

費分

計 1,588,170 0 1,588,170 △15 15

(項) 2 後期高齢者支援金等分

本　年　度　の　財　源　内　訳
目 補正前の額 補　正　額 計 特　　

(

定　　財　　源
一般財

項

源

)

国府支出

1

金 地 方 債 そ の 

 

他

療養諸

137 △

費

137
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保険事業費

納付金 0

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 一般被保険者療養給 18 負担金、補助及び交付金 60,00018 負担金、補 60,000

付費事業 60,000 　一般被保険者療養給付費助及び交付

金

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

（単位：

1 国民健

千

康保険事業費

円）

(款)

納付金 0

2 保険給付費 (項) 1 療養

節 説　　　

諸

　　　　明

費

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 国民健康
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(項 分

計 5,261 5,376 10,637 5,376

国府支出金 地 方 債 そ の 他

50 △50

)

1 介護納付金 161,379 0 161,379

分

計 161,379 0 161,3

3

79 50 △50

補　正　前 補　正　額 計

千円 千円 千円

16 94,222 94,238

(款) 5 基金積立金

(項) 1 基金積立金

本　年　度　の　財　源　内　

 

本

訳

　

目 補正前の額 補　正

年

　額 計 特　　定　　財

　

　　源
一般財源

度　

国府支出金 地 方

の

 債 そ の 他

　財　

介

源

94,222

　内　

1 財

訳

政調整基 16 94,222 94,238

護

金積立金

計 16 94,2

目

22 94,238 94

補

,222

正

補　正　前 補　正　

前

額 計

千円 千円 千円

5,

の

852 5,376 11

納

額

,228

(款) 7 諸

補

支出金

(項) 2 償還

　

金及び還付加算金

正　

本

額

　年　度　の　財　源

計

　内　訳

特

目 補正前の額

　

補　正　額 計 特　　定

　

　　財　　源
一般財源

付

定　

国府支出金

　

地 方 債 そ の 他

財　　源

5,376

一般財

金

源

3 償還金 1 5,376 5,377
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業 別 区 分 内 訳

（単

(款)

位

3 国民健康保険事業

：

費納付金 (項)    

千

介護納付金分

円）

1 国民健康保険事業納

付金 0

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 基金積立金 94,222 24 積立金 94,222

節 説

24 積立金 94,22

　

2

　　

　財政調整基金積立

　

金

　　　明

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 国・府支出金返還事 22 償還金、利子及び割引料 5,376

区　

22 償還金、利 5

　

,376

分 金

業 5,37

　

6 　国府補助金等返

　

還金子及び割引

額 事

料





※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算

（補正第４号）
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議案第１５号

令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算

令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２９，２９１千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，３３０，６７９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一
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第　 入

庫負担金 994,06

　

1 24,839 1,0

歳

18,900

　

2 国庫補助金 3

出

81,242 6,66

　

7 387,909

予

3 支払基金

　

交付金 1,513,5

算

27 34,434 1,

　

547,961

１ 補

1 支払基金交

　

付金 1,513,52

正

7 34,434 1,5

歳

47,961

　

4 府支出金 79

　

4,105 18,36

入

8 812,473

1 府負担金 737,197 16,608 753,805

　

2 府補助金 56,908 1,760 58,668

6 繰入金 1,147,356 4

（

4,983 1,192

単

,339

位

1 一般会計繰入金 9

：

90,046 15,1

千

41 1,005,18

表

円

7

2 基

）

金繰入金 157,31

款

0 29,842 187

項

,152

補

歳　　入　　合　　

正

計 6,201,388

前

129,291 6,3

の

30,679

額 補

　

　正　額 計

 

2 国庫支出金 1,3

 

75,303 31,5

歳

06 1,406,80

　

9

1 国



ー 179 ー

歳　　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 165,231 1,760 166,991

1 総務管理費 92,980 1,760 94,740

2 保険給付費 5,301,351 127,531 5,428,882

1 介護サービス等諸費 4,859,289 147,531 5,006,820

介護予防サービス等諸
2 137,221 △15,000 122,221

費

4 高額介護サービス等費 183,671 △5,000 178,671

歳　　出　　合　　計 6,201,388 129,291 6,330,679





※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

 令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算
 に関する説明書

（補正第４号）
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歳 入

金交付金 １，５１３，５２７

4 府支出金 ７９４，１０５

6 繰入金 １，１４７，３５６

歳

歳　　入　　合　　計 ６，２０１，３８８

１  総　　

出

括

歳　　入

補

款 補 正 前 の 額

正

2 国

予

庫支出金 １，３７５，

算

３０３

3 支払基
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別 明

３４，４３４ １

細

，５４７，９６１

書

１８，３６８ ８１２，４７３

４４，９８３ １，１９２，３３９

１２９，２９１ ６，３３０，６７９

（単位：千円）

補 正 額 計

３１，５０６ １

事

，４０６，８０９

項
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2 保険給付費 5,301,351 127,531

歳　

歳 出 合 計

　

6,201,388 1

出

29,291

款 補正前の額 補 正 額

1 総務費 165,231 1,760
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,991 1,760

5,428,882 47,313 34,434 45,784

6,33

（

0,679 49,07

単

3 34,434 45,

位

784

：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

計 特 定 財 源
一  般  財  源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

166
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２　

担金

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正

1

　

介護給付費負担金 99

前

4,061 24,83

補

9 1,018,900

　

歳

正　額 計

計 994,06

千

1 24,839 1,0

円

18,900

(項) 2

千

 国庫補助金

円 千

目 補正前の額 補　正

円

　額 計

　

1,3

1 調整交付金 2

7

58,052 5,86

5

6 263,918

,303 3

6 介護保険災

　

1

害等臨時特例補助金 0

,

801 801

506 1,40

計 381,242 6

6

,667 387,90

入

,

9

補　

8

正　前 補　正　額 計

千

0

円 千円 千円

1,513

9

,527 34,434

(

1,547,961

(

款

款) 3 支払基金交付

)

金

(項) 1 支払基金

2

交付金

 

目 補

国

正前の額 補　正　額 計

庫支出金

1 介護給付費交付金 1,437,986 34,434 1,472,420

計 1,513,527 34,434 1,547,961

(項) 1 国庫負
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節
説 明

区　　分 金　　額

1 現年度分 24,839 介護給付費負担金

節
説 明

区　　分 金　　額

1 現年度分 5,866 調整交付金

1 介護保険災害等臨 801 介護保険災害等臨時特例補助金

時特例補助金

節
説 明

区　　分 金　　額

（単

1 現年度分 34

位

,434 介護給付費交

：

付金

千円）

(款) 2 国庫支出金 (項) 1 国庫負担金
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目 補正前の額 補

前

　正　額 計

補　正

1 介護給付

　

費負担金 737,19

額

7 16,608 753

計

,805

千円 千円

計 73

千

7,197 16,60

円

8 753,805

(項

7

) 2 府補助金

94

目 補正前の額 補　

,

正　額 計

105

2 介護施設等

1

整備事業補助金 1,4

8

02 1,760 3,1

,

62

368 8

計 5

1

6,908 1,760

2

58,668

,

補　正　前 補　

4

正　額 計

千円 千円 千円

7

1,147,356 4

3

4,983 1,192

(

,339

(款) 6 繰

款

入金

(項) 1 一般会

)

計繰入金

4

目

 

補正前の額 補　正　額

府

計

支出金

1 介護給付費繰入金 662,668 15,942 678,610

5 その他繰入金 801 △801 0

計 990,046 15,141 1,005,187

補

(

　

項) 1 府負担金

正
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節
説 明

区　　分 金　　額

1 現年度分 16,608 介護給付費負担金

節
説 明

区　　分 金　　額

1 現年度分 1,760 介護施設等整備事業補助金

節
説 明

区　　分 金　　額

（単

1 現年度分 15,94

位

2 介護給付費繰入金

：千円）

(

1 その他繰

款

入金 △801 その他繰

)

入金

4 府支出金 (項) 1 府負担金



ー 190 ー

(項

備基金繰入金 157,310 29,842 187,152

計 157,310 29

)

,842 187,152

2

目 補正前の額 補

 

　正　額 計

基金繰入金

1 介護給付費準
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（単

1 介護給

位

付費準備基 29,84

：

2 介護給付費準備基金

千

繰入金

円

金繰入金

）

節
説 明

区　　分 金　　額

(款) 6 繰入金 (項) 2 基金繰入金
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３　

介護サービ

ス給付費

4,946 3,599 4,786

本　年

3 施

　

設介護サ 1,224,

度

839 13,331 1

　

,238,170

の　財　源

ー

　

ビス給付

内　

費

訳

補

2,708 1,971 2,6216 居

目

宅介護サ 314,37

　

補

3 7,300 321,

正

673

前の額 補　

ービス計画

正　額

給付費

正

計 特　　

計 4,85

定

9,289 147,5

　

31 5,006,82

　

0 54,733 39,

財

834 52,964

　　

　

源
一般財源

前 補

国府支出金 地 方 債

　

そ の 他

歳

正　額 計

1,760

千円 千円

2 介護施設

千

等 1,402 1,76

円

0 3,162

　

165,2

整備事

3

業補

1 1

助金

,7

　

60

計 92,

1

980 1,760 94

6

,740 1,760

6

補　正　

,

前 補　正　額 計

千円 千

9

円 千円

5,301,3

9

51 127,531 5

1

,428,882

(款

(

) 2 保険給付費

(項

出

款

) 1 介護サービス等

)

諸費

1 

本　年　度　の

総

　財　源　内　訳

務

目 補

費

正前の額 補　正　額 計 特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

65,629 47,764 63,5071 居宅介護サ 2,806,631 176,900 2,983,531

ービス給付

費

(項) 1 

△1

総

8,550 △13,5

務

00 △17,950

管理費

2 地域密着型 485,258 △50,000 435,258
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　地域密着型介護サービス給付費助及び交付

金

1 介護サービス事業 13,331 18 負担金、補助及び交付金 13,33118 負担金、補 13,331

　施設介護サービス給付費助及び交付

金

節 説　　　　　

1 介護サービス事業

　

7,300 18 負担

　

金、補助及び交付金 7

明

,30018 負担金、補 7,300

　居宅介護サービス計画給付費助及び交付

金

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 介護施設等整備事業 1,760 18 負担金、補助及び交付金 1,76018 負担金、補 1,760

　介護施設等整備事業補助金助及び交付

金

節 説　　　　　　　明

（

区　　分 金　

単

　額 事 業 別 区 分 内 訳

位：千円）

(款

1

)

介護サービス事業 17

1

6,900 18 負担

 

金、補助及び交付金 1

総

76,900

務費 (項

18 負担金、補

)

176,900

1 

　居宅

総

介護サービス給付費

務管

助及び交付

理費

金

1 介護サービス事業 △50,000 18 負担金、補助及び交付金 △50,00018 負担金、補 △50,000
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(項 ービ

国府支出金 地 方 

ス

債 そ の 他

等諸費

△5,565 △4,050 △

)

5,3851 介護予防サ 85,152 △15,000 70,152

2

ービス給付

費

計 1

 

37,221 △15,000 122,221 △5,565 △4,050 △5,385

(項) 4 高額介護サービ

本

ス等費

　年

本　年　度　

　

の　財　源　内　訳

度

目

介

　

補正前の額 補　正　額

の

計 特　　定　　財　　

　

源
一般財源

財　

国府支出金 地 方 債

源

そ の 他

　内　訳

△1,855 △1,3

護

50 △1,7951 高額介護サ 159,812 △5,000 154,812

予

目 補正

ービ

前

ス費

の額 補　正　

計 183,671 △5

防

額

,000 178,67

計

1 △1,855 △1,

特

350 △1,795

　　定　　財　

サ

　源
一般財源
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金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

(款) 2 保険給付費 (項) 2 介護予防サービス等諸費

（単位：

1 介護

千

予防サービス 18

円

負担金、補助及び交付

）

金 △15,00018 負担金、補 △15,000

事業 △15,000 　介護予防サービス給付費助及び交付

金

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

節 説

1 高額介護サービス事

　

18 負担金、補助及

　

び交付金 △5,000

　　　　

18 負担金、補 △

　

5,000

明

業 △5,000 　高額介護サービス費助及び交付

金

区　　分





※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

（補正第２号）

令和３年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算
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議案第１６号

令和３年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算

令和３年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９５千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１，０３６，３７３千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一

ー 199 ー



ー 200 ー

第　 入

,570 195 250

　

,765

歳

歳　　入　　合　　

　

計 1,036,178

出

195 1,036,3

　

73

予　算　１ 補　正

歳　　入

　

（単位：千

表

円）

款 項 補正前の額 補

　

　正　額 計

 

2 繰入金 250,5

 

70 195 250,7

歳

65

1

　

一般会計繰入金 250
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歳　　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

後期高齢者医療広域連
2 988,378 195 988,573

合納付金

後期高齢者医療広域連
1 988,378 195 988,573

合納付金

歳　　出　　合　　計 1,036,178 195 1,036,373





※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

（補正第２号）

 令和３年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予
 算に関する説明書
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歳 入

計 １，０３６，１７８

歳

１  総　　

出

括

歳　　入

補

款 補 正 前 の 額

正

2 繰

予

入金 ２５０，５７０

算

歳　　入　　合　　
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別 明

１９５ １，０３６，３

細

７３

書

（単位：千円）

補 正 額 計

１９５ ２５０，７６５

事 項
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378 195

歳 出 合 計 1,036,178 195

歳　　出

款 補正前の額 補 正 額

2 後期高齢者医療広域連合納付金 988,
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988,573 195

1,036,373 195

（単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

計 特 定 財 源
一  般  財  源

国府支出金 地 方 債 そ の 他
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２　

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正

1 一般会計繰入金

　

250,570 195

前

250,765

補　

歳

正　額 計

計 250,570

千

195 250,765

円 千円 千円

　

250,570 195

　

250,765

(款)

入

2 繰入金

(項) 1 一般会計繰入金



ー 209 ー

節
説 明

区　　分 金　　額

3 保険基盤安定繰入 195 保険基盤安定繰入金

金

（単位：千円）

(款) 2 繰入金 (項) 1 一般会計繰入金
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３　

(項) 1 後期高齢者医療広域連合納付

補

金

　正

本　年　度　の　

　

財　源　内　訳

前

目 補正

補

前の額 補　正　額 計 特

　

　　定　　財　　源
一

歳

正

般財源

　

国府

額

支出金 地 方 債 そ 

計

の 他

千円 千

19

円

5

千円

　

9

1 後期高齢者

8

988,378 195

8

988,573

,378 19

医療広域連

5

　

98

合納付金

8,57

計 988,37

3

8 195 988,57

(

3 195

款)

出

2 後期高齢者医療広域連合納付金
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高齢者医療広域連合納付金

節 説　　　　　　　明

区　　分 金　　額 事 業 別 区 分 内 訳

1 後期高齢者医療広域 18 負担金、補助及び交付金 19518 負担金、補 195

連合納付事業 195 　保険料等負担金助及び交付

金

（単位：千円）

(款) 2 後期高齢者医療広域連合納付金 (項) 1 後期





※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算

（補正第２号）
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議案第１７号

令和３年度泉大津市水道事業会計補正予算

第１条 令和３年度泉大津市水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。

第２条 令和３年度泉大津市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 水道事業収益 千円 △ 千円 千円

第１項 営業収益 千円 △ 千円 千円

第２項 営業外収益 千円 △ 千円 千円

支 出

第１款 水道事業費用 千円 △ 千円 千円

第１項 営業費用 千円 △ 千円 千円

第３条 予算第４条本文中「７０５，２５８千円」を「６１２，６２８千円」に、

「７１，５７５千円」を「５９，７０８千円」に、「６３３，６８３千円」を

「５５２，９２０千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補

正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 資本的収入 千円 △ 千円 千円

第２項 工事負担金 千円 △ 千円 千円

支 出

第１款 資本的支出 千円 △ 千円 千円

第１項 建設改良費 千円 △ 千円 千円

第４条 予算第９条本文中「７，８０９千円」を「７，６７２千円」に改める。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一
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令和３年度泉大津市水道

営 業 費 用

受 託 工 事 費

水 道 事 業 費 用

款 項 目

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

款 項 目

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

収益的収入

他 会 計 負 担 金

収

支
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事業会計補正予算実施計画

千円

既 決 予 定 額

千円

及 び 支 出

入

既 決 予 定 額

出

千円 千円

補 正 予 定 額 計

△ 23,462

△ 23,372

△ 23,372

△ 90

補 正 予 定 額 計

△ 137

千円 千円

△ 20,550

△ 20,550

△ 20,550
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配 水 管 整 備 費

堺泉北港水道施設費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

支

款 項 目

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

目

資 本 的 収 入

資本的収入

収

款 項
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千円

△ 152,545

千円

△ 152,545

千円

出

既 決 予 定 額

千円

及 び 支 出

入

既 決 予 定 額

△ 59,915

補 正 予 定 額 計

△ 132,500

補 正 予 定 額

△ 20,045

計

千円 千円

△ 59,915

△ 59,915
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(単位：千円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息

支払利息

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

他会計からの貸付金返済による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高 3,014,226

△ 557,200

200,000

△ 178,286

21,714

△ 64,611

3,078,837

50,000

78,954

△ 2,849

△ 59,031

524,926

1,734

△ 55,785

470,875

△ 667,352

54,460

5,692

△ 211

　　令和３年度泉大津市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

157,678

401,700

△ 1,445

17,543

1,588

△ 128,212

△ 1,734

55,785

5,160
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令和３年度泉大津市水道事業会計補正予算に関する説明書

（補正第２号）
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受 託 工 事 費 △ 20,550

水 道 事 業 費 用 △ 20,550

営 業 費 用 △ 20,550

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

収 益 的

千円 千円 千円

他 会 計 補 助 金 △ 137

他 会 計 負 担 金

営 業 収 益 △ 23,372

営業外収益 △ 90

受 託 工 事 収 益 △ 23,372

千円 千円 千円

収 益 的

水 道 事 業 収 益 △ 23,462

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
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（款） 水道事業収益 （項） 営業収益

△ 2,850 設計業務委託料

請 負 工 事 費 △ 17,700 配水管仮設工事費

委 託 料

各 目 明 細

節 金 額 備 考

支 出

他 会 計 補 助 金 △ 137
福祉料金実施に要する補
助金

△ 237

千円 千円

他 会 計 負 担 金 人件費等負担金

児童手当に要する経費

受 託 工 事 収 益 △ 23,372 仮設工事等負担金

千円 千円

収 入

各 目 明 細

節 金 額 備 考
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工事負担金 △ 59,915

配 水 管 整 備 費 △ 132,500

資 本 的 支 出 △ 152,545

建設改良費

千円 千円 千円

△ 152,545

補正予定額 計

△ 59,915

資 本 的

既決予定額 補正予定額 計

既決予定額

千円

款 項 目

千円

款 項 目

資 本 的 収 入

堺泉北港水道施設費 △ 20,045

千円

工 事 負 担 金 △ 59,915

資 本 的
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請 負 工 事 費 △ 48,800

工事負担金

委 託 料 △ 83,700

（款）

千円

△ 59,915

千円

金 額

各 目 明 細

節 備 考

支 出

堺泉北港水道施設工事負
担金

△ 22,000工 事 負 担 金

配水管布設替工事負担金 △ 37,915

収 入

資本的収入

節 金 額

（項）

千円

各 目 明 細

備 考

千円

配水管布設工事費

△ 1,045 設計業務委託料

請 負 工 事 費

路面復旧工事費 △ 20,000

設計業務委託料

委 託 料

△ 19,000

配水管布設替工事費 △ 28,800
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令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 病 院 事 業 会 計 補 正 予 算

（補正第２号）
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議案第１８号

令和３年度泉大津市病院事業会計補正予算

第１条 令和３年度泉大津市病院事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。

第２条 令和３年度泉大津市病院事業会計予算第５条に定めた継続費の変更は、

「第１表 継続費補正」による。

令和４年２月２１日提出

泉大津市長 南 出 賢 一
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款 項 事業名 総額 年度 年割額

千円 千円

11,700,000
令和３年度 －

千円

令和４年度 3,800,000

千円

令和５年度 6,700,000

千円

令和６年度 1,200,000

千円 千円

11,700,000
令和３年度 －

千円

令和４年度 1,035,945

千円

令和５年度 7,496,768

千円

令和６年度 3,167,287

（仮称）新泉大津市立
病院整備事業費

補
正
前

1　　資本的支出 1　　建設改良費

第１表　継続費補正

補
正
後

1　　資本的支出 1　　建設改良費 （仮称）新泉大津市立
病院整備事業
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企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 %

3 - - - - - - - - - -

4 3,800,000 3,800,000 - - - - - 3,800,000 - -

5 6,700,000 6,700,000 - - - - - 6,700,000 - -

6 1,200,000 1,200,000 - - - - - 1,200,000 - -

計 11,700,000 11,700,000 - - - - - 11,700,000 - -

企業債
国庫補助金そ
の他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 %

3 - - - - - - - - - -

4 1,035,945 716,200 319,745 - - - - 1,035,945 - -

5 7,496,768 6,856,700 640,068 - - - - 7,496,768 - -

6 3,167,287 3,067,200 100,087 - - - - 3,167,287 - -

計 11,700,000 10,640,100 1,059,900 - - - - 11,700,000 - -

翌 年 度 以
降 の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

継続費に関する調書

款 項 事業名

１　資本的支出 １　建設改良費 （仮称）新泉大津市立病院整備事業

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当該年度末
ま で の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

全体計画
前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生
（ 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当該年度末
ま で の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

補
正
前

補
正
後

翌 年 度 以
降 の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

継 続 費 の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

備　考

年度 年割額
同左財源内訳

継 続 費 の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

備　考

年度 年割額
同左財源内訳

全体計画
前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生
（ 見 込 ) 額
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